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　日頃より格別のお引き立てを賜り厚くお礼申し上げます。
　平成28年度の我が国経済は、雇用・所得環境の改善にみられるように、全体として緩やかな回復基調
が続いているものの、米国トランプ政権の先行き不透明感の高まり、中国経済の失速、英国のＥＵ離脱
など、海外発の下振れリスクは残存しており、今後の国内景気への影響が懸念されるところであります。
　金融面では、日銀が大規模な金融緩和を導入し４年が経過しました。その間、円安が進み輸出企業の
業績が改善したことや、貸出金利が下がり不動産投資が活性化したことなど、プラス面があった一方、
円安で輸入食品・日用品が値上がりしたことや、金融機関の収益が圧迫されたことなど、マイナス面も
あり、評価が分かれるところであります。
　当地方の経営環境を展望すると、旭川空港の国際線便数減少などにより、観光業界を牽引していた
インバウンドに陰りが出てきましたが、一方で、災害復旧に伴う公共工事の増加により、建設業界が概
ね堅調に推移しているほか、これまで大都市圏に集中していた不動産投資に動きがあるなど、明るい兆
しもみえてきております。
　このような環境のなか、当金庫は、新中期経営計画「ＢＲＥＡＫ ＴＨＲＯＵＧＨ １」のスタート年度とし
て、「突破」を合言葉に、二律背反に挑戦し、地域で最も信頼され、なくてはならない金融機関をめざし、
事業計画を推進してまいりました。
　その結果、平成28年度の当金庫は一定の業績を収めることができました。
　このことは会員・お取引先各位のご支援・ご愛顧の賜ものであり、心から感謝申し上げます。
　平成29年度の地域経済は、人口減少や少子高齢化、事業所減少といった構造的な課題を抱え、厳し
い状況が続くものと思われます。そうしたなかで当金庫は、前年度以上に人材育成の強化と盤石な経営
体質の構築を進め、お客さまの課題解決に全力をあげ、先頭に立って地元を元気にする使命を果たして
まいります。
「お客さまが幸せになるために何をしたか」を全役職員の合言葉として、より行動を重視し、地域の
お客さまに強く支持される信用金庫をめざしてまいります。
　今年度も当金庫の現況をご理解いただくため、ディスクロージャー誌を作成いたしましたので、ご高
覧賜りますようお願い申しあげます。

平成29(2017)年６月

ごあいさつ
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名 称
本店所在地
創 立
出 資 金
会 員 数
預 金
貸 出 金
店 舗 数
常勤役職員数

旭川信用金庫（旭川市指定金融機関）
北海道旭川市４条通８丁目
大正３(1914)年４月11日
24億84百万円
５万8,137人
8,081億円
3,036億円
41店
351人(うち、常勤役員９人)
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経営理念 中期経営計画

経営理念

「明日をひらく」

「この街と歩みます」

「人を大切にします」

「くらしを豊かにします」

　平成３年、金融環境の厳しい変化や社会そのものの変化に適切に対応するため、
経営理念「明日をひらく」を制定し、強靭な経営体質の構築に努めております。

　平成28年度から、３ヵ年計画「ＢＲＥＡＫ ＴＨＲＯＵＧＨ １」がスタートしました。
めざす姿を「スモール・エクセレント・バンク」と掲げ、地域で最も信頼され、なくては
ならない金融機関をめざしております。

計画名称

地域金融機関としての原点を見つめ、進取の気風と行動力みなぎる、
生活に密着したコミュニティーバンクを実現します

「ＢＲＥＡＫ ＴＨＲＯＵＧＨ １」
「突破」　～ 二律背反への挑戦 ～

めざす姿

基本目標と重点施策

「スモール・エクセレント・バンク」
～ 地域で最も信頼され、なくてはならない金融機関 ～

地元を元気にする
使命を果たす

１ 営業戦略

重点施策

● 課題解決型営業を強力に推進する
● 地域の活性化をリードする

人材育成を強化し
活力ある組織をつくる

２ 企業活力

重点施策

● 人間力の高い金融プロ集団を構築する
● 人を大切にする組織風土を醸成する

盤石な経営体質を
構築する

３ 経営体質

重点施策

● 生産性を高めトップラインを拡大する
● ガバナンス態勢を強化する

■地域の人々とのふれあいを大切にし、心
の通い合った暖かな関係をつくります

■職員が仕事を通して生きがいを見いだ
せるような、働きがいと潤いのある職場
をつくります

■人々が明日への希望を持てるような「街
づくり」を進めるため、ともに考え、とも
に行動します

■社会・文化・芸術活動への積極的な参
画・支援を通して、「地域の文化」をとも
に創造します

■豊かさを実感できるような生活環境づ
くりのお手伝いをします

■｢いつでも、どんなことでも、すぐに、適
切に」相談にのれる体制を確立します

経営姿勢
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経営理念 中期経営計画

経営理念

「明日をひらく」

「この街と歩みます」

「人を大切にします」

「くらしを豊かにします」

　平成３年、金融環境の厳しい変化や社会そのものの変化に適切に対応するため、
経営理念「明日をひらく」を制定し、強靭な経営体質の構築に努めております。

　平成28年度から、３ヵ年計画「ＢＲＥＡＫ ＴＨＲＯＵＧＨ １」がスタートしました。
めざす姿を「スモール・エクセレント・バンク」と掲げ、地域で最も信頼され、なくては
ならない金融機関をめざしております。

計画名称

地域金融機関としての原点を見つめ、進取の気風と行動力みなぎる、
生活に密着したコミュニティーバンクを実現します

「ＢＲＥＡＫ ＴＨＲＯＵＧＨ １」
「突破」　～ 二律背反への挑戦 ～

めざす姿

基本目標と重点施策

「スモール・エクセレント・バンク」
～ 地域で最も信頼され、なくてはならない金融機関 ～

地元を元気にする
使命を果たす

１ 営業戦略

重点施策

● 課題解決型営業を強力に推進する
● 地域の活性化をリードする

人材育成を強化し
活力ある組織をつくる

２ 企業活力

重点施策

● 人間力の高い金融プロ集団を構築する
● 人を大切にする組織風土を醸成する

盤石な経営体質を
構築する

３ 経営体質

重点施策

● 生産性を高めトップラインを拡大する
● ガバナンス態勢を強化する

■地域の人々とのふれあいを大切にし、心
の通い合った暖かな関係をつくります

■職員が仕事を通して生きがいを見いだ
せるような、働きがいと潤いのある職場
をつくります

■人々が明日への希望を持てるような「街
づくり」を進めるため、ともに考え、とも
に行動します

■社会・文化・芸術活動への積極的な参
画・支援を通して、「地域の文化」をとも
に創造します

■豊かさを実感できるような生活環境づ
くりのお手伝いをします

■｢いつでも、どんなことでも、すぐに、適
切に」相談にのれる体制を確立します

経営姿勢
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主な事業の内容

（平成29年６月８日現在）

（平成29年5月末現在）

※ 理事 大沼克己は、信用金庫業界の「総代会の機能向上策等に関する業界申し合わせ」に基づく職員外理事です。
※ 監事 大石一良は、信用金庫法第32条第５項に定める員外監事です。

理事長（代表理事）
原田　直彦

専務理事（代表理事）
村松　宏紀

常務理事（代表理事）
山本　章裕

監　事
山内　稔

員外監事
大石　一良

常勤監事
武田　司

常勤理事
桶　利光

常勤理事
安斉　聡

常勤理事
青沼　幸司

常勤理事
一戸　均

常勤理事
八鍬　英昭

理事顧問
杉山　信治

理　事
安藤　徹

理　事
石井　隆広

理　事
大沼　克己

１．預金および定期積金の受入
２．資金の貸し付けおよび手形の割引
３．為替取引
４．上記１～３の業務に付随する次に掲げる業務その他の業務
⑴ 債務の保証または手形の引き受け
⑵ 有価証券（⑸に規定する証書をもって表示される金銭債権に該当す
るものおよび短期社債等を除く。⑹および⑺において同じ。）の売
買（有価証券関連デリバティブ取引に該当するものを除く。）また
は有価証券関連デリバティブ取引（投資の目的をもってするものに
限る。）

⑶ 有価証券の貸し付け
⑷ 国債証券、地方債証券もしくは政府保証債券（以下「国債証券等」とい
う。）の引き受け（売出しの目的をもってするものを除く。）ならびに
当該引き受けに係る国債証券等の募集の取り扱いおよびはね返り玉
の買い取り

⑸ 金銭債権の取得または譲渡およびこれに付随する業務（除く商品投
資受益権証書の取得・譲渡に係る付随業務）

⑹ 短期社債等の取得または譲渡
⑺ 有価証券の私募の取り扱い
⑻ 次に掲げる者の業務の代理
株式会社日本政策金融公庫、独立行政法人住宅金融支援機構、独
立行政法人勤労者退職金共済機構、独立行政法人福祉医療機構、
日本銀行、年金積立金管理運用独立行政法人、独立行政法人北方
領土問題対策協会、独立行政法人農林漁業信用基金、独立行政法
人中小企業基盤整備機構、日本酒造組合中央会、独立行政法人労
働者健康安全機構、一般社団法人しんきん保証基金、一般社団法
人全国石油協会

⑼ 次に掲げる者の業務の代理または媒介（内閣総理大臣の定めるもの
に限る。）
① 金庫（信用金庫および信用金庫連合会）
② 銀行
③ 信用協同組合および中小企業等協同組合法（昭和24年法律第181
号）第９条第１項第１号の事業を行う協同組合連合会

④ 労働金庫および労働金庫連合会
⑤ 農業協同組合（農業協同組合法（昭和22年法律第132号）第10条
第１項第３号の事業を行うものに限る。）および農業協同組合連
合会（同号の事業を行うものに限る。）

⑥漁業協同組合（水産業協同組合法（昭和23年法律第242号）第
11条第1項第4号の事業を行うものに限る。）、漁業協同組合連
合会（同法第87条第1項第4号の事業を行うものに限る。）、水
産加工業協同組合（同法第93条第1項第2号の事業を行うもの
に限る。）および水産加工業協同組合連合会（同法第97条第1
項第2号の事業を行うものに限る。）

⑽ 信託会社または信託業務を営む金融機関の業務の代理または媒
介（内閣総理大臣の定めるものに限る。）
三井住友信託銀行

⑾ 国、地方公共団体、会社等の金銭の収納その他金銭に係る事務の
取り扱い

⑿ 有価証券、貴金属その他の物品の保護預り
⒀ 振替業
⒁ 両替
⒂ デリバティブ取引（有価証券関連デリバティブ取引に該当するもの
を除く。)であって信用金庫法施行規則で定めるもの（⑸に掲げる
業務に該当するものを除く。）

⒃ 金融等デリバティブ取引（⑸および⒂に掲げる業務に該当するもの
を除く。）

⒄ 金融等デリバティブ取引の媒介、取次または代理（信用金庫法施行
規則に定めるものを除く。）

⒅ 金の取り扱い
５．国債証券、地方債証券、政府保証債券その他の有価証券について金
融商品取引法により信用金庫が営むことのできる業務(上記４により
行う業務を除く。)

６．法律により信用金庫が営むことのできる業務
⑴ 地方債または社債その他の債券の募集または管理の受託
⑵ 当せん金付証票法により定めるところにより、都道府県知事等から
の委託または都道府県知事等の承認を得て行われる受託機関から
の再委託に基づき行う当せん金付証票の販売

⑶ 保険業法（平成７年法律第105号）第275条第１項により行う保険
募集

⑷ 電子記録債権法（平成19年法律第102号）第58条第２項の定める
ところにより、電子債権記録機関の委託を受けて行う電子債権記
録業に係る業務

⑸ 確定拠出年金法（平成13年法律第88号）により行う業務

役　員 組織図・主な事業の内容
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主な事業の内容

（平成29年６月８日現在）

（平成29年5月末現在）

※ 理事 大沼克己は、信用金庫業界の「総代会の機能向上策等に関する業界申し合わせ」に基づく職員外理事です。
※ 監事 大石一良は、信用金庫法第32条第５項に定める員外監事です。

理事長（代表理事）
原田　直彦

専務理事（代表理事）
村松　宏紀

常務理事（代表理事）
山本　章裕

監　事
山内　稔

員外監事
大石　一良

常勤監事
武田　司

常勤理事
桶　利光

常勤理事
安斉　聡

常勤理事
青沼　幸司

常勤理事
一戸　均

常勤理事
八鍬　英昭

理事顧問
杉山　信治

理　事
安藤　徹

理　事
石井　隆広

理　事
大沼　克己

１．預金および定期積金の受入
２．資金の貸し付けおよび手形の割引
３．為替取引
４．上記１～３の業務に付随する次に掲げる業務その他の業務
⑴ 債務の保証または手形の引き受け
⑵ 有価証券（⑸に規定する証書をもって表示される金銭債権に該当す
るものおよび短期社債等を除く。⑹および⑺において同じ。）の売
買（有価証券関連デリバティブ取引に該当するものを除く。）また
は有価証券関連デリバティブ取引（投資の目的をもってするものに
限る。）

⑶ 有価証券の貸し付け
⑷ 国債証券、地方債証券もしくは政府保証債券（以下「国債証券等」とい
う。）の引き受け（売出しの目的をもってするものを除く。）ならびに
当該引き受けに係る国債証券等の募集の取り扱いおよびはね返り玉
の買い取り

⑸ 金銭債権の取得または譲渡およびこれに付随する業務（除く商品投
資受益権証書の取得・譲渡に係る付随業務）

⑹ 短期社債等の取得または譲渡
⑺ 有価証券の私募の取り扱い
⑻ 次に掲げる者の業務の代理
株式会社日本政策金融公庫、独立行政法人住宅金融支援機構、独
立行政法人勤労者退職金共済機構、独立行政法人福祉医療機構、
日本銀行、年金積立金管理運用独立行政法人、独立行政法人北方
領土問題対策協会、独立行政法人農林漁業信用基金、独立行政法
人中小企業基盤整備機構、日本酒造組合中央会、独立行政法人労
働者健康安全機構、一般社団法人しんきん保証基金、一般社団法
人全国石油協会

⑼ 次に掲げる者の業務の代理または媒介（内閣総理大臣の定めるもの
に限る。）
① 金庫（信用金庫および信用金庫連合会）
② 銀行
③ 信用協同組合および中小企業等協同組合法（昭和24年法律第181
号）第９条第１項第１号の事業を行う協同組合連合会

④ 労働金庫および労働金庫連合会
⑤ 農業協同組合（農業協同組合法（昭和22年法律第132号）第10条
第１項第３号の事業を行うものに限る。）および農業協同組合連
合会（同号の事業を行うものに限る。）

⑥漁業協同組合（水産業協同組合法（昭和23年法律第242号）第
11条第1項第4号の事業を行うものに限る。）、漁業協同組合連
合会（同法第87条第1項第4号の事業を行うものに限る。）、水
産加工業協同組合（同法第93条第1項第2号の事業を行うもの
に限る。）および水産加工業協同組合連合会（同法第97条第1
項第2号の事業を行うものに限る。）

⑽ 信託会社または信託業務を営む金融機関の業務の代理または媒
介（内閣総理大臣の定めるものに限る。）
三井住友信託銀行

⑾ 国、地方公共団体、会社等の金銭の収納その他金銭に係る事務の
取り扱い

⑿ 有価証券、貴金属その他の物品の保護預り
⒀ 振替業
⒁ 両替
⒂ デリバティブ取引（有価証券関連デリバティブ取引に該当するもの
を除く。)であって信用金庫法施行規則で定めるもの（⑸に掲げる
業務に該当するものを除く。）

⒃ 金融等デリバティブ取引（⑸および⒂に掲げる業務に該当するもの
を除く。）

⒄ 金融等デリバティブ取引の媒介、取次または代理（信用金庫法施行
規則に定めるものを除く。）

⒅ 金の取り扱い
５．国債証券、地方債証券、政府保証債券その他の有価証券について金
融商品取引法により信用金庫が営むことのできる業務(上記４により
行う業務を除く。)

６．法律により信用金庫が営むことのできる業務
⑴ 地方債または社債その他の債券の募集または管理の受託
⑵ 当せん金付証票法により定めるところにより、都道府県知事等から
の委託または都道府県知事等の承認を得て行われる受託機関から
の再委託に基づき行う当せん金付証票の販売

⑶ 保険業法（平成７年法律第105号）第275条第１項により行う保険
募集

⑷ 電子記録債権法（平成19年法律第102号）第58条第２項の定める
ところにより、電子債権記録機関の委託を受けて行う電子債権記
録業に係る業務

⑸ 確定拠出年金法（平成13年法律第88号）により行う業務

役　員 組織図・主な事業の内容
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旭川しんきんと地域社会
　当金庫は、地元の中小企業者や住民が会員となって、
お互いに助け合い、お互いに発展していくことを共通の理念として
運営されている相互扶助型の金融機関です。
地域社会の一員としてお客さまとの
強い絆とネットワークを形成し、
地域経済の持続的発展に努めています。

旭川信用金庫
店舗数４１店舗／常勤役職員数351名

経 常 収 益
経 常 費 用
経 常 利 益
当期純利益

101億円
71億円
30億円
20億円

今期の決算状況

出 資 金
24億円

預金積金
(譲渡性預金を含む)
8,081億円

お客さま／
会員の皆さま
会員数 58,137人

支援・サービス

ご融資
貸出金3,036億円

代理貸付残高122億円

文化的・社会的
貢献活動

● 旭川地区 ● 富良野地区 ● 札幌地区

当 金 庫 の 事 業 区 域

●課題解決推進部、経営支援部およびお客
さま相談室を設置
●年金アドバイザーを２名配置
●｢ＡＳＫ調査レポート」を発行し、旭川・富良
野地区の景気動向などの情報を提供

●各種講演会の開催協力や若手経営者の勉
強会「志有塾」、「グローアップ倶楽部」等を
運営

お取引先へのご支援

●彫刻の設置
●おまつりなど各種行事への参加
●手縫いおむつの寄贈
●クリーン運動
●献血

文化的・社会的貢献活動

地元でお預かりした資金は、
地元へ還元し、地域活性化に
努めています

お取引先へのご支援

777777
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旭川しんきんと地域社会
　当金庫は、地元の中小企業者や住民が会員となって、
お互いに助け合い、お互いに発展していくことを共通の理念として
運営されている相互扶助型の金融機関です。
地域社会の一員としてお客さまとの
強い絆とネットワークを形成し、
地域経済の持続的発展に努めています。

旭川信用金庫
店舗数４１店舗／常勤役職員数351名

経 常 収 益
経 常 費 用
経 常 利 益
当期純利益

101億円
71億円
30億円
20億円

今期の決算状況

出 資 金
24億円

預金積金
(譲渡性預金を含む)
8,081億円

お客さま／
会員の皆さま
会員数 58,137人

支援・サービス

ご融資
貸出金3,036億円

代理貸付残高122億円

文化的・社会的
貢献活動

● 旭川地区 ● 富良野地区 ● 札幌地区

当 金 庫 の 事 業 区 域

●課題解決推進部、経営支援部およびお客
さま相談室を設置
●年金アドバイザーを２名配置
●｢ＡＳＫ調査レポート」を発行し、旭川・富良
野地区の景気動向などの情報を提供
●各種講演会の開催協力や若手経営者の勉
強会「志有塾」、「グローアップ倶楽部」等を
運営

お取引先へのご支援

●彫刻の設置
●おまつりなど各種行事への参加
●手縫いおむつの寄贈
●クリーン運動
●献血

文化的・社会的貢献活動

地元でお預かりした資金は、
地元へ還元し、地域活性化に
努めています

お取引先へのご支援

88888
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7,851

預金残高の推移

当期純利益の推移

平成26年度 平成27年度 平成28年度
7,200

8,000

（単位：億円）

（単位：百万円）

（単位：％）

（単位：％）

7,800

7,600

7,400

（単位：％）

28年度 27年度 27年度

旭川地区の預金シェアは43％となり、
地域の皆さまからご信頼をいただいています。

預 金 残 高

2,442

1.4

1.2

1.0

0.8

0.6

経費率の比較

信　金第二地銀地　銀都　銀当金庫

※経費率=
経費（人件費・物件費）

預金積金（平残）＋譲渡性預金（平残）

8,081億円

2,0872,0872,0662,066

7,960

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0
平成26年度 平成27年度 平成28年度

8,0818,081

0.67

全国トップレベルの高い生産性で、
効率経営に努めています。

経 費 率

0.67％

創業・新事業進出支援や事業性評価に基づいた
積極的金融仲介を行い、地域社会の発展に
取り組んでいます。

貸 出 金 残 高

3,036億円
貸出金残高の推移

3,0833,073 3,036

平成26年度 平成27年度 平成28年度

4,000

（単位：億円）

3,000

2,000

1,000

0

3,0363,083

金融機関の健全性を示す基準となる水準
(国内基準４％)を大きく上回っています。

自 己 資 本 比 率

22.59％

万全な不良債権処理を行い、健全経営を貫いています。

不良債権残高・不良債権比率

3.34％

当期純利益は20億87百万円計上しました。
安定した収益体質の構築に努めています。

当 期 純 利 益

20億87百万円

101億67百万円
不良債権残高・不良債権比率の推移

（単位：百万円・％）
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21.0
平成26年度 平成27年度 平成28年度

自己資本比率の推移

10,217

9,586

10,167

業績ハイライト
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信　金第二地銀地　銀都　銀当金庫

※経費率=
経費（人件費・物件費）

預金積金（平残）＋譲渡性預金（平残）

8,081億円

2,0872,0872,0662,066

7,960
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全国トップレベルの高い生産性で、
効率経営に努めています。

経 費 率

0.67％

創業・新事業進出支援や事業性評価に基づいた
積極的金融仲介を行い、地域社会の発展に
取り組んでいます。

貸 出 金 残 高

3,036億円
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3,0833,073 3,036

平成26年度 平成27年度 平成28年度

4,000

（単位：億円）

3,000

2,000

1,000

0
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22.59％

万全な不良債権処理を行い、健全経営を貫いています。

不良債権残高・不良債権比率

3.34％

当期純利益は20億87百万円計上しました。
安定した収益体質の構築に努めています。
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【事業方針】
　平成28年度は、当金庫の新中期経営計画「ＢＲＥＡＫ ＴＨＲＯＵＧＨ １」のスタート年度にあたり、「突破」を合言葉に、二律背反に挑戦し、
地域で最も信頼され、なくてはならない金融機関をめざし、事業計画を推進してまいりました。
　営業戦略面では、課題解決型営業を推進し、地元を元気にする使命を果たすべく、創業・新事業進出支援、事業性評価に基づいた本業
支援など、積極的な金融仲介機能の発揮に取り組んでまいりました。また、地域経営の主要プレーヤーとして、主体的に地域に関わり、地
方創生への率先した仕組みづくりを進めてまいりました。
　企業活力面では、人材育成を強化し、活力ある組織をつくるため、人間力の高い金融プロ集団の構築と人を大切にする組織風土の醸
成を図ってまいりました。お客さまの幸せづくりを追求する強い思いと課題を解決する実力を合わせ持った人材の育成に努めてまいり
ました。
　経営体質面では、盤石な経営体質を構築するため、生産性の向上による収益力の拡大とガバナンス態勢の強化を進めてまいりまし
た。特に、「当たり前のことを当たり前に徹底して取り組む」風土を強化し、リスク管理態勢やコンプライアンス管理態勢の強化に努めて
まいりました。
　さらには、地域とともに歩む金融機関として、駅マルシェ開催への参画など、地域への貢献活動を積極的に展開するとともに、行政や
会議所、大学などの関係機関と連携を密にし、お取引先の経営支援を進め、文化活動や諸行事にも参加・協力してまいりました。
【業績】
　営業活動は、企業経営の皆さまのニーズに応えるため、必要な資金のタイムリーな供給に努めるとともに、個人の皆さまには、暮らし
を豊かにするための資金のお手伝いや、お客さまの利便性向上に鋭意努めてまいりました。
　資金の増勢につきましては、全役職員が積極的に課題解決型営業を推進してまいりました。預金積金は、期中121億30百万円増加し
て、期末残高8,081億73百万円となりました。貸出金は、期中46億25百万円減少して、期末残高3,036億88百万円となりました。旭川
市内に占める当金庫のシェアは、預金は４割、貸出金は３割を超え、いずれも高いシェアを堅持しています。
　このことは、ひとえに会員ならびに取引先各位の温かいご支援・ご愛顧の賜ものであり、心から感謝申し上げます。
　収益面では、利回りの低下などから貸出金利息が減少し、経常収益は101億88百万円（前年度108億32百万円）、前年比5.94％減
少しました。一方、費用面では信用コストや有価証券関連費用が減少し、経常費用は71億30百万円（前年度79億35百万円）と前年比
10.15％減少しました。
　この結果、経常利益は30億58百万円（前年度28億96百万円）と前年比5.58％の増加となり、当期純利益も20億87百万円（前年度
20億66百万円）と前年比1.02％の増加となりました。
　健全性面では、自己資本比率は22.59％（前年度22.90％）と前年比0.31ポイント減少しました。一方、不良債権額（金融再生法）は、
101億円（前年度末102億円）に減少しましたが、貸出金の減少から不良債権比率は3.34％（前年度末3.30％）と0.04ポイント増加しま
した。
【事業の展望および当金庫が対処すべき課題】
　平成29年度の地域経済は、人口減少や少子高齢化、事業所減少といった構造的な課題を抱え、厳しい状況が続くものと思われます。
そうしたなかで当金庫は、人材育成の強化と盤石な経営体質の構築を進め、お客さまの課題解決に全力をあげ、先頭に立って地元を元
気にする使命を果たしてまいります。
　今年度は、当金庫の中期経営計画「ＢＲＥＡＫ ＴＨＲＯＵＧＨ １」の２年目を迎えます。「お客さまが幸せになるために何をしたか」を合言葉
に、地域のお客さまに強く支持される金庫をめざしてまいります。

科　目 第100期
平成24年度

第101期
平成25年度

第102期
平成26年度

第103期
平成27年度

第104期
平成28年度

経常収益 11,766 11,433 11,575 10,832 10,188
経常利益 3,163 3,413 4,602 2,896 3,058
当期純利益 2,094 2,385 2,442 2,066 2,087
出資総額 2,486 2,488 2,492 2,501 2,484
出資総口数（千口） 4,973 4,977 4,984 5,003 4,968
純資産額 59,920 62,080 66,138 68,882 69,004
総資産額 807,859 840,147 854,936 868,769 880,240
預金積金残高 744,080 774,486 785,184 796,042 808,173
貸出金残高 304,060 307,026 307,321 308,314 303,688
有価証券残高 297,787 313,992 327,522 329,315 308,007
単体自己資本比率（％） 21.23 21.52 22.59 22.90 22.59
出資に対する配当金（出資１口当たり）（円） 20 30 20 20 20
役員数（人） 13 13 13 13 15

（うち常勤役員数）（人） 9 9 9 9 9
職員数（人） 362 350 354 347 342
会員数（人） 57,306 57,664 57,900 58,122 58,137
（注）預金積金残高には、譲渡性預金残高を含めています。

（単位：百万円）

事業概況

直近の５事業年度における主要な事業の状況を示す指標

事業概況等
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役職員一人当たりの預金高 経費率の比較
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※経費率=
経費（人件費・物件費）

預金積金（平残）＋譲渡性預金（平残）

27年度28年度 27年度

（平成29年3月末現在）旭川地区シェア

当金庫 他6金庫 銀行（5行） 信組（2信組）
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30.3％
預　金 貸出金 12.05

13.57
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●旭川市内ではトップの金融機関です
　地区内全預金の４割以上が当金庫に預けられています

●全国トップクラスの生産性です
　都市銀行並みの効率経営に努めています

●旭川市をはじめ８市町村の指定金融機関です

旭川しんきんは、健全経営の信用金庫です
地域におけるシェア

経営効率

指定金融機関

　旭川市内にはあわせて14の金融機関がありますが、当金庫の預金量
は他を引き離してトップです。
　当金庫は「預金シェア（市場占有率）はお客さまの信頼のバロメーター」
と考えていますが、旭川地区における当金庫の預金シェアは43％になっ
ています。貸出金は30％のシェアを持ち、店舗数も市内26店舗、旭川市
近郊５店舗と最大のネットワークです。
　富良野地区でも当金庫は、預金は58％、貸出金が40％と高いシェアを
持ち、地域の皆さまからご信頼をいただいています。
※ゆうちょ銀行、農業協同組合、労働金庫、商工中金は含まれておりません。

　生産性の指標として、役職員一人当たりの預金高があります。当金庫は預金量7,000億円以上１兆円未満の信用金庫のなかでは全国
トップクラスです。効率経営の指標としては経費率があります。当金庫は効率経営に努め、都市銀行並みの経費率を達成しています。(当
金庫は平成28年度実績、他は平成27年度実績)。

　当金庫は旭川市、富良野市、比布町、愛別町、上富良野町、中富良野町、　当金庫は旭川市、富良野市、比布町、愛別町、上富良野町、中富良野町、
南富良野町、占冠村の計８市町村の指定金融機関として、地域への貢献に南富良野町、占冠村の計８市町村の指定金融機関として、地域への貢献に
努めています。
　また、旭川医科大学の指定金融機関にもなっています。
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ホスピタリティ活動
　当金庫のホスピタリティ活動は、お客さま本位を組織風土にし、職員一人ひとりがお客さまの幸せづくりを追求す
る仕事をとおして、経営理念を実践していく活動です。
　その結果、職員も仕事にやりがいや誇りを見出すことをめざしています。
　好事例の共有化や、多様な表彰制度を導入してレベルアップを図っています。

平成２８年度
上期

平成２８年度
下期

平成２８年度
上期

平成２８年度
下期

神楽支店南出張所
阿部　絵巨

末広北支店
小宮　知奈紀

豊岡支店
千葉　勇太

札幌支店
金森　昂裕

ＥＳ：職員満足度 ＣＳ：お客さま満足度善循環

やりがい・誇り
喜ばれることに喜び

喜ばれる仕事
経営理念の実践

達成感・協働の喜び
改善運動

お客さまの声
満足度・不満足度

①各営業店が３つの決意を「お客さまへの宣言」として掲示し
ています。

②好事例を共有化し、職員のレベルアップをめざしています。
③毎月、取り組みが優秀な職員を表彰しています。特に優れた
範となる職員には「ベストホスピタリティ賞」を授与してい
ます。

１．お客さま本位を徹底します。
２．さわやかマナーを徹底します。
３．金融プロとしての実力を身につけます。
４．自ら考え・自ら行動し、ともに考え・ともに
行動します。

５．使命を共有し、地元に貢献し続けます。

私たちの
誓い

私たちの誓いを掲げています。 こんな取り組みをしています

ベストホスピタリティ賞

共に高める運動

1313131313131313
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ボランティア活動
　当金庫は、「みんなでやる運動」の一環として、ボランティア活動に取り組んでおります。

　毎年、旭川冬まつり会場跡地や旭山動物園の清掃活動を行っています。
　また各営業店単位でも、地域の清掃活動を定期的に実施し、６月の「信用金庫の日」には公共施設の彫刻を清掃し
ています。

　福祉施設への「手縫いおむつ」の寄贈を43年間にわたって続けています。役職員のボランティアで作成に励み、こ
れまでの寄贈累計枚数は７万８千枚を超えています。
　ミシンで縫うよりも手間暇のかかる作業ですが、手縫
いならではの柔らかい仕上がりは、身に付ける人の肌に
優しく、関係方面から感謝の声をいただいております。

　献血車が各店舗を巡回し、ご来店のお客さま
にもお呼びかけして献血に協力しています。
　昨年の役職員の献血者数は延べ74人になり
ました。

クリーン運動

手縫いおむつの寄贈

献血運動の実施
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地域密着型金融
（金融仲介機能の発揮）

地域密着型金融の取り組みとは何ですか？
地域密着型金融とは、地域経済の発展・活性化のために、
お客さまの課題や悩みの解決に向け、お手伝いをするもの
です。具体的には次のような取り組みを行っております。

【ビジネスマッチング】
当金庫内の情報ネットワークシステムにお客さまのニーズ等を登録し、旭川しんきん全
体で、お客さまの課題解決のお手伝いをさせていただいています。
また、商談会を企画するなど、北海道内外のバイヤーとお取引先の面談機会を創出し、
お客さまの販路拡大のお手伝いをしています。

【創業支援】
「創業サポートデスク」を設置し、中小企業診断士等の専門スタッフが創業・起業に関す
る幅広いご相談にお応えしております。
また、外部の各支援機関とも連携し、地域一体となった創業支援を行っています。

【経営改善支援】
経営支援部と営業店が連携し、財務改善支援や経営改善計画策定支援などを行ってお
ります。

【経営相談機能】
産学官金・外部機関と連携し、お取引先のライフステージ等に応じた課題解決に取り組
んでいます。

ＱＱ
AA

北星支店　西中　昇
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地域密着型金融
（金融仲介機能の発揮）

地域密着型金融の取り組みとは何ですか？
地域密着型金融とは、地域経済の発展・活性化のために、
お客さまの課題や悩みの解決に向け、お手伝いをするもの
です。具体的には次のような取り組みを行っております。

【ビジネスマッチング】
当金庫内の情報ネットワークシステムにお客さまのニーズ等を登録し、旭川しんきん全
体で、お客さまの課題解決のお手伝いをさせていただいています。
また、商談会を企画するなど、北海道内外のバイヤーとお取引先の面談機会を創出し、
お客さまの販路拡大のお手伝いをしています。

【創業支援】
「創業サポートデスク」を設置し、中小企業診断士等の専門スタッフが創業・起業に関す
る幅広いご相談にお応えしております。
また、外部の各支援機関とも連携し、地域一体となった創業支援を行っています。

【経営改善支援】
経営支援部と営業店が連携し、財務改善支援や経営改善計画策定支援などを行ってお
ります。

【経営相談機能】
産学官金・外部機関と連携し、お取引先のライフステージ等に応じた課題解決に取り組
んでいます。

ＱＱ
AA

北星支店　西中　昇

　当金庫は、地域経済の発展・活性化のために、お客さまの課題解決に全力をあげ、先頭に立って地元を元気にする
使命を果たしてまいります。また、ホスピタリティ精神を進展させ、地域のお客さまに強く支持される金庫をめざして
まいります。

地域密着型金融の取り組み実績（平成28年４月～平成29年３月）

１．地域活性化の推進
地域支援・経営改善支援を強化し、地方創生に率先して取り組みます。
⑴ ビジネスマッチングの支援（情報登録1,141件、うち101件が成約）
⑵ 新規事業貸の推進（新規先の取り組み：648件、事業貸先数：4,848件）
⑶ 創業支援の推進（創業相談受付：232件、創業融資実績：91先）
⑷ 成長分野への取り組み強化（農業分野融資実績：597百万円、医療介護分野融資実績：2,738百万円）
⑸ 産学官金・外部機関との連携（外部専門家活用：218社、外部機関活用：６社）
⑹ 経営改善計画策定の支援（策定率92.4％）
⑺ 地域応援ファンド（しろくまファンド関連商品）の推進（188件/11,479百万円）
⑻ 金融円滑化に向けた条件変更受付（事業貸：464件/10,207百万円、住宅ローン38件/575百万円）
⑼ 職員のコンサルティング能力向上への取り組み（中小企業診断士の資格取得１名、累計６名）

２．お客さま志向の徹底
ホスピタリティ精神を発揮し、お客さまとより強固な信頼関係を構築します。
⑴ 親切な融資相談態勢の構築と融資案件の早期回答を徹底（５営業日内の回答率：上期99.3%、下期99.7%）
⑵ 地域行事への参加（烈夏七夕まつり：132名、北海へそ祭り：32名、献血活動：74名）
⑶ 地域の清掃活動への参加（旭山動物園開園前の清掃：141名）
⑷ 駅マルシェの開催（出店：71社、78小間）
⑸ 小学生向け金融経済教室「キッズマネーアカデミー」を開催（参加者91名）
⑹ エコノミクス甲子園地区予選大会を他金融機関と共同で開催（14組27名の高校生が参加）
⑺ ｢旭川しんきんジョイントコンサート」の開催（来場者1,016名）
⑻ 旭山動物園絵画コンクールに協賛し、旭川しんきん賞を３点選出
⑼ 社会見学の受け入れや出前授業の開催（６校）
⑽ 各種セミナーの開催やビジネスマッチングの活性化
⑾ ＡＳＫ調査レポート等による各種業界情報の提供

（平成29年度の取り組み方針等については、当金庫ホームページをご覧ください）

経営改善支援の取り組み実績 （平成28年4月〜平成29年3月） (単位：先数) (単位：％)

期初債務者数

Ａ

経営改善支援
取組み率

α/Ａ

ランクアップ率

β/α

再生計画
策定率

δ/α

うち
経営改善支援
取組み先数
α

αのうち期末に
債務者区分が

ランクアップした先数

β

αのうち期末に
債務者区分が

変化しなかった先数

γ

αのうち
再生計画を
策定した先数

δ

正常先 ① 3,990 0 0 0 0.0 ­－

要
注
意
先

うちその他要注意先 ② 568 139 15 120 133 24.5 10.8 95.7

うち要管理先 ③ 7 0 0 0 0 0.0 － －

破綻懸念先 ④ 58 11 1 10 11 19.0 9.1 100.0
実質破綻先 ⑤ 114 0 0 0 0 0.0 － －
破綻先 ⑥ 45 0 0 0 0 0.0 － －

小　　計（②〜⑥の計） 792 150 16 130 144 18.9 10.7 96.0
合　　計 4,782 150 16 130 144 3.1 10.7 96.0
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金融仲介機能のベンチマーク
金融仲介機能のベンチマークとは何ですか？ＱＱ

AA

末広北支店　小宮　知奈紀

「金融仲介機能のベンチマーク」(以下、ベンチマーク)と
は、平成28年９月に金融庁から公表された、金融機関に
おける課題解決の取り組みなど、金融仲介機能の発揮状
況を客観的に評価する際に活用できる指標のことです。
ベンチマークは、すべての金融機関が仲介機能の
取り組み状況や課題等を客観的に評価するために
活用可能な「共通ベンチマーク」と、各金融機関が
自身の事業戦略やビジネスモデル等を踏まえ選択
できる「選択ベンチマーク」から構成されています。
当金庫は、ベンチマークを地域密着型金融の取り
組み状況を検証する指標として積極的に活用して
まいります。

金融仲介機能のベンチマーク

１．ビジネスマッチング・海外進出支援などの本業を支援します
◆本業支援先数(29/3) （単位：社）

全取引先数 うち、本業支援先
4,995 309( 6.2%)

●取引先＝与信先〔法人・個人事業主の融資取引先(融資枠や保証のみの先も含む)〕＋法人の各種支援先
●本業支援先＝外部専門家派遣、ビジネスマッチング、商談会、駅マルシェ、FOODEX JAPAN参加先、エール支援先等、企業価値向上に資する支援(創業期、再生期先を除く)

◆ソリューション提案先(29/3） （単位：社、億円）
全取引先数 うち、ソリューション提案先

先数 4,995 473( 9.5%)
融資残高 1,448   80( 5.5%)

●ソリューション提案先＝本業支援先+創業支援先+販路開拓先+事業承継支援先（１社に対する重複実績はカウントせず）

◆メイン先のうち、経営改善提案を行っている先 （単位：社）
先数 うち、経営改善先数

1,521 132( 8.7%)
●メイン先＝融資残高１位の先

◆販路開拓支援先（29/3） （単位：社）
地元 地元外 海外
108 30 0

●地元＝旭川エリア、富良野エリア

◆ファンド（創業・事業再生・地域活性化等）活用件数、事業承継支援先数 （単位：件、社）
ファンド活用件数 事業承継支援先数

9 71
●道北応援ファンド等の活用
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地
域
活
性
化
へ
の
取
り
組
み

A
S

K
B

A
N

K
R

E
P

O
R

T

地
域
活
性
化
へ
の
取
り
組
み

A
S

K
 

B
A

N
K

 
R

E
P

O
R

T

金融仲介機能のベンチマーク
金融仲介機能のベンチマークとは何ですか？ＱＱ

AA

末広北支店　小宮　知奈紀

「金融仲介機能のベンチマーク」(以下、ベンチマーク)と
は、平成28年９月に金融庁から公表された、金融機関に
おける課題解決の取り組みなど、金融仲介機能の発揮状
況を客観的に評価する際に活用できる指標のことです。
ベンチマークは、すべての金融機関が仲介機能の
取り組み状況や課題等を客観的に評価するために
活用可能な「共通ベンチマーク」と、各金融機関が
自身の事業戦略やビジネスモデル等を踏まえ選択
できる「選択ベンチマーク」から構成されています。
当金庫は、ベンチマークを地域密着型金融の取り
組み状況を検証する指標として積極的に活用して
まいります。

４．不動産担保・経営者保証に過度に依存しない融資手法を拡充し、多様な資金支援を行います
◆事業性評価に基づく融資状況(29/3) （単位：社）

全与信先数 うち、事業性評価先
先数 4,843 257( 5.3%)

融資残高 1,448 461(31.8%)
●（事業性評価のための）ステップシート作成先、エール・アシスト・アグリサポートの実行先

３．産学官金・外部機関との連携を強化し、ライフステージ等に応じた課題解決にきめ細かく対
応し、あわせて経営改善・事業再生の支援に取り組みます

◆メイン先のうち、経営指標が改善した先(29/3） （単位：社、億円）
メイン先 うち経営指標が改善した先

先数 1,521 1,085
融資残高 760 538

●売上・売上高営業利益率・労働生産性・従業員数のいずれかが増加または良化した先

２．創業・新事業進出を支援します
◆創業支援先数 （単位：件、社）

当金庫が関与した
創業件数

支援内容
創業計画の
策定支援 プロパー融資 信用保証付融資 政府系金融機関や

創業支援機関の紹介
ベンチャー企業への
助成金・融資・投資

136 126 4 84 11 0
●「当金庫が関与した創業件数」においては、１社に対する重複実績をカウントしていない

◆ライフステージ別の与信先数・融資残高(29/3） （単位：社、億円）
創業期 成長期 安定期 低迷期 再生期

先数 611 359 2,511 146 281
融資残高 107 159 933 43 135

●全与信先で過去５期の売上高を把握してライフステージを区分
①創業期…創業、第二創業から５年まで
②成長期…売上高平均で直近２期が過去５期の120％超
③安定期…売上高平均で直近２期が過去５期の120％から80％
④低迷期…売上高平均で直近２期が過去５期の80％未満
⑤再生期…貸付条件の変更または延滞がある期間

◆貸付条件変更先の状況 （単位：社）
好調先 順調先 不調先

経営改善計画の進捗 10 107 60
●好調先＝売上等目標比120%超、順調先＝同80～120%、不調先＝同80%未満

◆メイン先数・割合の推移 （単位：社）
27/3 28/3 29/3

全取引先数 4,750 4,913  4,995
うちメイン先数 1,638 1,483  1,521

割合 33.3% 30.2% 30.5%
●メイン先＝融資残高１位の先(ただし27/3は、融資残高順位に関わらず、「主力」と登録されている先をメイン先としている)

◆外部専門家を活用して本業支援を行った先 （単位：社）
①専門家派遣先 ①＋中小企業活用法に基づく支援先

166 178
●再生期の与信先を除く

◆経営者保証のガイドラインの活用状況(29/3) （単位：件）
件数

新規に無保証で融資した件数 789
保証契約を解除した件数 112

新規融資件数 6,084
新規融資件数に占める経営者保証に依存しない融資の割合 12.97%

18181818181818



事業性評価の取り組み
旭川しんきんは、事業性評価に基づく課題解決型営業をとおして「お客さまの事業」
をお手伝いします。
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銀座支店　高野　翔也

事業性評価の取り組み

創業支援

実態把握

本業支援 経営改善支援

事業性評価の取り組みとは何ですか？

創業期

ＱＱ
AA

お客さまの事業特性や強み・弱み等を、目利き力によって適切に評
価したうえで、お客さまのライフステージに応じた適切なソリューシ
ョンを提案することです。当金庫は、事業性評価に基づいたご支援
を通じて、お客さまの経営力強化を図ってまいります。

職員の｢目利き能力｣を高め、お取引先を良く知り、経営者とのリレーションを構築し、財務情
報や内部環境、その業界を取り巻く外部環境や競争環境等、様々な情報を収集し、経営課題
やニーズを把握します。

課題分析
実態把握によって得た情報を基に、競争環境や外部要因の分析、経営課題やビジネスプロセ
ス等、内部環境の分析を実施するとともに、経営課題等に関する有効な支援策を検討しま
す。

本部と営業店
との連携

ソリューション
の提供

成長期 安定期 低迷期 再生期

事業性評価

■事業性評価のポイント

お取引先の強み・課題分析の結果や将来性を把握し、本部と営業店で情報を共有、必要とさ
れる融資実行や経営課題・ニーズに合致した本業支援を実施します。

創業・新事業展開支援、受注・販路拡大、海外進出支援、
経営改善・事業再生支援、事業承継支援等、中小企業の
事業の成長・持続可能性、経営課題やニーズ等、適切かつ
慎重に見極めたうえで、それぞれのステージに応じたソリ
ューションを取り揃え実行するとともに、支援後のフォロ
ーアップを実施します。
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事業性評価の取り組み
旭川しんきんは、事業性評価に基づく課題解決型営業をとおして「お客さまの事業」
をお手伝いします。
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銀座支店　高野　翔也

事業性評価の取り組み

創業支援

実態把握

本業支援 経営改善支援

事業性評価の取り組みとは何ですか？

創業期

ＱＱ
AA

お客さまの事業特性や強み・弱み等を、目利き力によって適切に評
価したうえで、お客さまのライフステージに応じた適切なソリューシ
ョンを提案することです。当金庫は、事業性評価に基づいたご支援
を通じて、お客さまの経営力強化を図ってまいります。

職員の｢目利き能力｣を高め、お取引先を良く知り、経営者とのリレーションを構築し、財務情
報や内部環境、その業界を取り巻く外部環境や競争環境等、様々な情報を収集し、経営課題
やニーズを把握します。

課題分析
実態把握によって得た情報を基に、競争環境や外部要因の分析、経営課題やビジネスプロセ
ス等、内部環境の分析を実施するとともに、経営課題等に関する有効な支援策を検討しま
す。

本部と営業店
との連携

ソリューション
の提供

成長期 安定期 低迷期 再生期

事業性評価

■事業性評価のポイント

お取引先の強み・課題分析の結果や将来性を把握し、本部と営業店で情報を共有、必要とさ
れる融資実行や経営課題・ニーズに合致した本業支援を実施します。

創業・新事業展開支援、受注・販路拡大、海外進出支援、
経営改善・事業再生支援、事業承継支援等、中小企業の
事業の成長・持続可能性、経営課題やニーズ等、適切かつ
慎重に見極めたうえで、それぞれのステージに応じたソリ
ューションを取り揃え実行するとともに、支援後のフォロ
ーアップを実施します。

金融円滑化に向けた取り組み
　当金庫は、地域の健全な事業を営む事業者および個人に対して必要な資金を円滑に供給していくこと、ならびに
地域の事業者の経営相談・経営指導および経営改善に関するきめ細かな支援に取り組むことが、当金庫の最も重要
な役割の一つであると認識し、適切なリスク管理態勢のもと、金融仲介機能を積極的に発揮していきます。

お借入れ条件の変更等の申し込みに対する対応状況を適切に把握するための体制
　統括部署である金融支援部の担当理事を金融円滑化管理責任者として、金融円滑化の実施に向けた態勢整備を
図っています。また、金融円滑化管理責任者、顧客説明統括責任者および顧客サポート等統括責任者が連携して、お
借入れ条件の変更等の申し込みに対する顧客説明および顧客サポートの適切性・十分性を確保する取り組みを行っ
ています。

お借入れ条件の変更等に係る苦情相談を適切に行うための体制
　営業推進部内に金融円滑化苦情受付窓口の担当者を設け、金融円滑化全般に関する適切な措置を行っておりま
す。各営業店の金融円滑化責任者を営業店長とし、お客さまからの相談・申し込みに対して適切に対応しています。
苦情があった場合には担当部署へ報告するとともに、お客さまからの取引に係る問い合わせ、相談、要望および苦情
への対応を適切に実施するよう指導・監督等を行っております。

中小企業のお客さまの事業の改善または再生に向けた支援を適切に行うための体制
　経営支援部およびローンセンターが、各営業店と連携して支援を行っています。また、財務改善、販路拡大など経
営全般の相談支援、ビジネスマッチングやＭ＆Ａに関する情報等、当金庫の情報機能や外部ネットワークを活用した
支援を行うとともに、融資現場の職員に対し目利き能力向上のための研修を実施しています。

貸付条件の変更等の実施状況

１．中小企業者・住宅資金借入者からの事業資金および住宅資金の新規融資や貸付条件の変更等の申し込み、ならびに相談・苦情等
について、適切な対応を行います。

２．中小企業者からの貸付条件の変更等の申し込み等について、他の金融機関や政府系金融機関、信用保証協会および中小企業再
生支援協議会等が関係している場合には、緊密な連携を図ります。

３．住宅資金借入者からの貸付条件の変更等について、他の金融機関、住宅金融支援機構が関係している場合には、緊密な連携を
図ります。

４．経営相談・経営指導および経営改善に関する支援などコンサルティング機能の発揮に努め、課題解決にきめ細かく対応していき
ます。

５．｢経営者保証に関するガイドライン」に基づく対応を適切に実施するための態勢整備を図り、債務者および保証人からの保証契約
に関する相談等に対して同ガイドラインに基づき適切に対応するための取り組みを行います。

平成21年12月４日～平成29年３月31日　累計

【債務者が中小企業者である場合】 （単位：百万円）
平成29年３月

件数 金額
貸付けの条件の変更等の
申し込みを受けた貸付債権 4,559 104,582
うち、実行に係る貸付債権 4,044 92,280
うち、謝絶に係る貸付債権 240 5,575
うち、審査中の貸付債権 34 700
うち、取下げに係る貸付債権 241 6,028

※中小企業金融円滑化法が施行された平成21年12月４日以降の申し込みのものについて
集計しております。なお、平成25年３月末の同法の期限到来以降についても、引き続き同
法と同様の基準にて集計しております。

※平成29年３月末における謝絶に係る貸付債権の数240件・金額5,575百万円には、貸し付
けの条件の変更等の申し込みを受けた日から３ヵ月が経過しみなし謝絶となった貸付債権
の数206件・金額5,003百万円が含まれています。

【債務者が住宅資金借入者である場合】 （単位：百万円）
平成29年３月

件数 金額
貸付けの条件の変更等の
申し込みを受けた貸付債権 526 6,536
うち、実行に係る貸付債権 357 4,463
うち、謝絶に係る貸付債権 57 789
うち、審査中の貸付債権 0 0
うち、取下げに係る貸付債権 112 1,283

※中小企業金融円滑化法が施行された平成21年12月４日以降の申し込みのものについて
集計しております。なお、平成25年３月末の同法の期限到来以降についても、引き続き同
法と同様の基準にて集計しております。

※平成29年３月末における謝絶に係る貸付債権の数57件・金額789百万円には、貸し付け
の条件の変更等の申し込みを受けた日から３ヵ月が経過しみなし謝絶となった貸付債権の
数51件・金額716百万円が含まれています。
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　ビジネスマッチング機能を発揮して、お取引先の販路拡大を支援しています。

旭川しんきん開業応援団
　創業に関わる一連の支援に対する連携を目的として、旭
川市・旭川商工会議所・あさひかわ商工会・北海道税理士
会旭川支部・中小機構北海道本部と協定を締結し、「旭川し
んきん開業応援団」を創設しました。
　また、従来から協定を締結している旭川産業創造プラ
ザ・ＴＫＣ旭川・日本政策金融公庫旭川支店とも連携し、当
金庫が中心となって創業者を支援する態勢を整えており
ます。

旭川しんきん創業アワード
　地域で活躍する創業者の継続的な支援を目的として、平成28年5月に「旭川しんきん創業アワード」を創設しまし
た。第１回となる平成28年度は、次の事業者さまが受賞しました。
　最優秀賞　株式会社 ジャパチーズ

「イートイン併設型のチーズ工房を中心街で創業」
　優 秀 賞　株式会社 ハルカムイ

「地元の農産物を原材料とした新商品の
企画・販売・プロモーション事業」

　応 援 賞　アトリエ トコトワ　加藤 貴常
「地場産業である旭川家具の特注設計・販売」

ビジネスマッチング等の取り組み

創業・起業の支援

4

旭川

しんきん

旭川市中小機構

北海道本部

あさひかわ

商工会
旭川

商工会議所

旭川産業

創造プラザ

ＴＫＣ旭川

創業者

連携した経営サポート

専門家派遣

セミナー開催

創業塾

記帳・経営指導
創業セミナー

記帳・経営指導

補助金申請支援

経営指導

税務相談

創業後の経営塾

日本政策

金融公庫

協調融資

支援ツールの提供

旭川しんきん開業応援団

北海道

税理士会

旭川支部

税務相談

経営指導

制度資金相談

各種補助相談

｢駅マルシェ２０１６」の開催
　旭川市が開催する「食べマルシェ」会場のひとつとして、当金庫・ＪＲ北海道旭川支社が主催して「駅マルシェ２０１６」
を開催しました。道北地域における信用金庫と自治体の広域的な連携で、旭川駅を中心とした中心市街地の賑わい
を創出し、地域活性化に寄与することができました。

｢きた北海道食の商談会」の開催
　当金庫を中心とする「きた北海道　食の事業者販路拡大支援事業実行委員会」が、商談会を開催しました。北海道
内外の百貨店やスーパーのバイヤーとお取引先との商談を行い、旭川を中心とした道北の食品に関するお取引先
の販路拡大に取り組みました。

中小企業支援・地域活性化への取り組み
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　変化の激しい環境に適応できる経営者として、必要な知識の体得と塾生相互の啓発を通じて事業の発展を推進
し、地域社会の活性化に寄与する人材の育成を図ることを目的として運営しています。
　これまで25期の卒業生は340名を超え、会社の中心として活躍されています。

　旭川しんきんが創立70周年を記念に創立した財団で、「旭川しんきん産業振興奨励賞」等の事業を行っています。

（昭和62年から、旭川しんきん特別講座を開催。延べ72回）

「旭川しんきん産業振興奨励賞」第25回受賞者

志有塾（若手経営者の会）

一般財団法人旭川しんきん地域振興基金

旭川大学への寄附講座

主な勉強内容
・経営戦略を考えながら自社の将来を展望する
・異業種他社との交流を通じ様々な経営ノウハウを知る
・同世代の仲間づくりができる
・自分や自社を客観的に知ることができる

●振興賞　有限会社 タケダ繁殖クリニック
〔ウシ受精卵の新凍結保存技術（ＴＮＳＧ）法の開発と野外応用〕

●奨励賞　株式会社 谷口農場
〔地元旭川近郊の原料を使用したストレート野菜ジュースの製造・販売〕

●奨励賞　株式会社 ＭＡＲＶＥＬＯＵＳ
〔生産者の顔が見える石鹸『ＧＯＣＨＩ ＳＯＡＰ』〕

演　題：｢政府の経済政策に関する説明－骨太の方針の解説｣（第71回）
日　時：平成28年７月８日(金)
講　師：髙木　康一氏（財務省主税局総務課総務第一係係長）

演　題：｢ドローンが拓く農業の将来」（第72回）
日　時：平成28年10月25日(火)
講　師：春原　久徳氏（ドローン・ジャパン株式会社取締役会長）、勝俣　喜一郎氏(同社代表取締役社長)

2222222222222222
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　当金庫は、文化・社会貢献活動の推進の一環として、旭川市旭山動物園児童動物画コンクールを支援しています。
　このコンクールは、小学生と幼児を対象に、旭山動物園内の動物をテーマに作品を募集し、48回目となる今回は、
1,286点の応募がありました。
　本年も、この中から旭川しんきん賞３点を選出し賞状・副賞(キングペンギンとホッキョクグマのぬいぐるみ)を授与
しました。

　昨年に引き続き、「旭川しんきんジョイントコンサート」を開催しました。
　このコンサートは、地域の中高生の音楽活動を支援し「音楽のまち旭川」の更なる発展を応援するものです。
　旭川東高等学校吹奏楽局、旭川東高等学校音楽部、東神楽町立東神楽中学校吹奏楽部が、素晴らしい演奏で観
客を魅了してくれました。

幼児の部

小学校低学年の部

小学校高学年の部

金融教育活動

｢旭川市旭山動物園児童動物画コンクール」への協賛

｢第２回 旭川しんきんジョイントコンサート」の開催

企業の社会的責任への取り組み

旭川しんきん「キッズマネーアカデミー」の開催
　小学５・６年生を対象に、金融の知識を学ぶ教室として、
旭川しんきん「キッズマネーアカデミー」を開催しました。

｢社会見学」の受け入れ
　社会見学を受け入れ、金融機関の仕事について学
んでもらいました。

2323232323232323
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　旭川夏まつり「烈夏七夕まつり」や富良野「北海へそ祭り」に参加しました。また、「旭川冬まつり」では「ほっきょくぐ
ま」の雪像を制作しました。
　このほか各店舗単位でも、地域のお祭りや行事に積極的に参加しています。

ＡＳＫモニター制度
　当金庫では、平成２年に「ＡＳＫモニター制度」を設置し、毎年、金庫
イメージなどのアンケートを実施しています。これまで26年間で延
べ13,700人の方にアンケートをいただきました。
　窓口・預金・得意先・融資各係の応対や、店舗・ロビー・商品・サービ
スなどについてお伺いしているほか、自由意見として、さまざまな忌
憚のないご意見をいただいております。
　お寄せいただきましたお客さまの声は、できる限り改善を図り、改
善内容は、アンケートをいただいたお客さまに報告しております。

道新国際問題講演会の開催
　一般財団法人旭川しんきん地域振興基金と北海道新聞旭川支社等の主催で講演会を開催しました。

烈夏七夕まつり 北海へそ祭り 旭川冬まつり

経済講演会

地域のお祭りへの参加

お客さまの声を具体化

ＡＳＫモニター

アンケート

旭川・札幌・富良野ブロック集計結果報告書

（第２５期第２回）

旭 川 信 用 金 庫

演　題：「中国経済の行方と北海道」
日　時：平成28年９月13日(火)
講　師：北海道新聞東京報道センター部次長

鈴木 徹氏（前北京駐在）

主　催：一般財団法人旭川しんきん地域振興基金、北海道新聞旭川支社、道新旭川政経文化懇話会
協　力：北海道新聞情報サービス、旭川道新文化センター 
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くらし向上への取り組み

旭川しんきんは、お客さまの「くらしを豊かにする」お手伝いをします。
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受け取る（年金・給振のご相談）
いつからどのくらいもらえるのかわかりません
請求方法を教えてください
時間外手数料は、いくらかかるのですか？

ＱＱ

AA

札幌支店
　　鍜治澤 恵伍

本店
　　谷田　桃梨

お客さまのたいせつな年金については、旭川しんきんに
何なりとご相談ください。専門スタッフがお手伝いさせて
いただきます。

当金庫のＡＴＭは、旭川市内96台、旭川市近郊７台、富良
野市・近郊13台、札幌市内８台と充実しています。
ＡＴＭの時間外手数料を無料(当金庫のＡＴＭのみ)として
いるほか、しんきんゼロネットサービスにより、平日8:45～
18:00(入出金)・土曜9:00～14:00(出金)については、全
国どこの信用金庫のＡＴＭをご利用いただいても無料で
ご利用いただけます。
旭川市内店舗(除く、神楽支店西神楽特別出張所)の窓口
は、16時まで営業しております。
※旭川しんきんは、もっとも近くて早い便利な金融機関をめざしていま
す。「営業地区・店舗・ＡＴＭコーナーのご案内」は、51・52ページに載
っておりますのでご参照ください。
※本サービスの対象とならないしんきんＡＴＭが一部ございます。

将来に向けた資産運用は、どのように考えたら良いですか？
子供が生まれたので、教育資金を貯めていきたいのですが、
良い商品はありますか？
投資信託に興味がありますが、預金との違いを教えて？
子や孫に財産を残してやりたいのだが・・・

ＱＱ

AA お手持ちの資金の性格によって、運用方法は違ってきます。ご一緒に考えさせ
ていただきますので、ぜひ最寄りの店舗へご相談ください。
資金は「日常生活資金」「近い将来に必要となる資金」「当面使い道のない資
金」に大きく分けられます。
これらをご確認させていただいたうえで、リスクとリターンを考慮し、お客さま
のご希望を十分に踏まえて、最適な商品を選んでいただくお手伝いをさせて
いただきます。

当金庫は、三井住友信託銀行の代理店として、遺言信託についても承っており
ます。
相続・贈与に関するご相談についても、ぜひ最寄りの店舗にご相談ください。

年金ご相談会のご案内
年金アドバイザー２名が営業店を巡回し、年金相談会を毎月開催しております。

　● 年金額がいくらになるのか分からない
　● 裁定請求書の書き方が分からない
　● 日本年金機構からの通知の内容が分からない
　● 手続きが面倒、どうにかならないか　　　　　など

年金についてご不明な点がございましたら、最寄りの旭川しんきんの各店舗までお問い合わせください。
専門のスタッフがお客さまの状況に応じて、アドバイスさせていただきます。
もらい忘れ年金が発見されることもあり、感謝の声も多数寄せられています。

ふやす・のこす（各種資産運用のご相談）

借りる（各種個人ローンのご相談）

家を建てるのに、どんな書類を用意したらいいの？
教育ローンや車のローンを借りるには、どうしたらいいの？ＱＱ
AA

マイホーム・マイカーのご購入、お子さまのご入学やご結婚な
ど、人生にはいろいろなイベントがあります。
旭川しんきんは、お客さまのその時々のイベントに必要な資金
ニーズにお応えするため、各種ローンをご用意しています。
お客さまの資金ニーズに迅速に対応し、お客さまにあった商品
をご提供させていただきます。
最寄りの店舗へ、お気軽にお立ち寄りください。

豊岡支店
　　佐藤 花美
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旭川市内店舗(除く、神楽支店西神楽特別出張所)の窓口
は、16時まで営業しております。
※旭川しんきんは、もっとも近くて早い便利な金融機関をめざしていま
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っておりますのでご参照ください。
※本サービスの対象とならないしんきんＡＴＭが一部ございます。

将来に向けた資産運用は、どのように考えたら良いですか？
子供が生まれたので、教育資金を貯めていきたいのですが、
良い商品はありますか？
投資信託に興味がありますが、預金との違いを教えて？
子や孫に財産を残してやりたいのだが・・・
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AA お手持ちの資金の性格によって、運用方法は違ってきます。ご一緒に考えさせ
ていただきますので、ぜひ最寄りの店舗へご相談ください。
資金は「日常生活資金」「近い将来に必要となる資金」「当面使い道のない資
金」に大きく分けられます。
これらをご確認させていただいたうえで、リスクとリターンを考慮し、お客さま
のご希望を十分に踏まえて、最適な商品を選んでいただくお手伝いをさせて
いただきます。

当金庫は、三井住友信託銀行の代理店として、遺言信託についても承っており
ます。
相続・贈与に関するご相談についても、ぜひ最寄りの店舗にご相談ください。

年金ご相談会のご案内
年金アドバイザー２名が営業店を巡回し、年金相談会を毎月開催しております。

　● 年金額がいくらになるのか分からない
　● 裁定請求書の書き方が分からない
　● 日本年金機構からの通知の内容が分からない
　● 手続きが面倒、どうにかならないか　　　　　など

年金についてご不明な点がございましたら、最寄りの旭川しんきんの各店舗までお問い合わせください。
専門のスタッフがお客さまの状況に応じて、アドバイスさせていただきます。
もらい忘れ年金が発見されることもあり、感謝の声も多数寄せられています。

ふやす・のこす（各種資産運用のご相談）

借りる（各種個人ローンのご相談）

家を建てるのに、どんな書類を用意したらいいの？
教育ローンや車のローンを借りるには、どうしたらいいの？ＱＱ
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マイホーム・マイカーのご購入、お子さまのご入学やご結婚な
ど、人生にはいろいろなイベントがあります。
旭川しんきんは、お客さまのその時々のイベントに必要な資金
ニーズにお応えするため、各種ローンをご用意しています。
お客さまの資金ニーズに迅速に対応し、お客さまにあった商品
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　旭川信用金庫の職域サポート制度を導入した事業所等（法人等および
個人事業所）にお勤めの従業員等の方へ、福利厚生サービスをサポート
する取り組みです。
　お気軽にお声かけください。

内　容
　旭川信用金庫が従業員等のさまざまな生活課題のご相談にお応えし、
当金庫が取り扱う適切な商品・サービスをご案内します。

旭川しんきん「職域サポート制度」

① 事業所等内での説明会・相談会、個別相談
② 事業所等内でのポスターの掲示、パンフレット類の配付
③ 従業員等のみが利用できる専用ローン商品等のご案内
④ 従業員等向けセミナーの開催
⑤ 上記①〜④を実施する時間帯は、双方が合意した場合を除き、

午前９時から午後５時までとします。

　結婚を望む方々に「お相手の紹介・お見合いから交際までの支援」を通
じて、良きパートナーとの出逢い・結婚へのサポートを行っています。

「Ａ・ＹＥＬＬ（アエール）」のシステム

「A・YELL（アエール）」事務局
〒070-8660 旭川市4条通8丁目 旭川信用金庫本店4階
TEL.0166-26-1133（受付時間 平日10：00〜18：00）
HP http://www.asahikawa-shinkin.co.jp/

結婚相談所「Ａ・ＹＥＬＬ（アエール）」

① 申込書に記載された「お相手の希望」に沿った方の「プロフィール
および写真」を見ていただきます。

② お会いしてみたい方がいた場合、事務局よりお相手の方に連絡
し、了解が取れればお見合いをしていただきます。

③ お見合い後に、交際希望の有無を確認させていただきます。
④ 双方が交際を希望した場合、３か月の交際期間を設けます。交際期

間のなかで、「結婚を前提に交際を継続」又は「交際の辞退」の結論
を出していただきます。

くらし向上への取り組み
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　旭川信用金庫で公的年金の受け取りをされると自動的に「ＡＳＫゆうゆう倶楽部」の会員となり、さまざまな旅行や
パークゴルフ大会などに参加できるようになっています。

パークゴルフ大会
　平成16年から全店パークゴルフ大会を開催しています。旭川地区および富良野地区から延べ377名の方にご参
加いただき、楽しい時間を過ごしていただきました。

旅行会
　平成28年度は日帰り旅行と宿泊旅行を開催し、たくさんの方にご参加いただきました。

ＡＳＫゆうゆう倶楽部

平成28年９月６日(火)　東川キトウシパークゴルフコース

平成28年９月24日(土)　日帰り旅行

平成28年10月５日(水)～６日(木)　１泊２日旅行

旭川しんきんパークゴルフ決勝大会

仁木のぶどう狩りと小樽観光の旅

十勝川温泉第一ホテルに泊まる十勝の旅
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人材育成への取り組み
　当金庫は、人材育成を一層強化し活力ある組織づくりをめざしています。
自らを高め、強い関わり合いを持った人間力の高い金融プロ集団をめざし、人を大切にする組織風土の醸成を図っ
ています。

　現在当金庫では、業務終了後に実施される研修・勉強会に力を入れてい
ます。研修・講座・勉強会等のスケジュールと推奨講座等を記載した「能力開
発ガイドブック」を制定し、業務知識を充実させるため、外部講師を招いた
研修や農業者向けの個別相談会やセミナー等を実施しています。
　また、自主的に学ぼうとする職員の本店会議室を利用した個別勉強会や、
若手職員が中心となった「男塾・女塾」も年々、参加者が増加しています。
　つねにお客さまの立場に立って考え、その期待に十分応えることができ
る、ホスピタリティ精神溢れる職員の育成をめざしています。

　金融をめぐる環境変化は早く、知識はすぐに陳腐化します。お客さまの幸せづくりを追求するために、私たちは金
融のプロとして生涯学び続けなければなりません。
　自己研鑽は半年や１年では目に見える成果は出ません。毎日の積み重ねが本当の実力になります。
　若いときから良い習慣を身につけさせるために、金庫として職員の自己研鑽に力を入れています。

自己研鑽のPＤＣＡ
　職員の自己研鑽には必ず管理職が関わり、自己研鑽のPＤＣＡサイクルを回しています。

　職員のスキルアップのために、通信講座受講や検定試験等を推奨し、合格者や修了者には受験料の全額補助を、
また公的資格等の取得に対する奨励金の支給を行っています。

各種研修・勉強会

自己研鑽の推進

公的資格取得に対する支援

主な公的資格取得者数

職員育成プログラム
新入職員研修新入職員研修新入職員研修

内部研修

トレーニー研修

土曜講座・夜間勉強会

外部研修

海外研修

自己啓発

現状分析 自分の不得手なこと、前期にできなかったこと、知識不足なこと等を洗い出す

自己研鑽目標の設定 現状分析をもとに目標を立てる

日 ・々月次管理 日々管理と月次で振り返り、翌月目標を設定する

中小企業診断士 6名
宅地建物取引士 21名
ＦＰ１級・ＣＦＰ 9名
ＦＰ２級 177名
証券アナリスト 2名

初級システムアドミニストレーター 3名
農業経営アドバイザー 12名
第二種衛生管理者 7名
行政書士 1名
医業経営コンサルタント 2名
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　　高い業務知識とともに優れた応対能力を有する職員を、「マイスター」として任命しています。
平成29年度「マイスター」は次の１４名です。研修のトレーナーとしての役割も担い、他の職員の模範となっています。

　若手職員の手本となる「マイスター」をめざし、自己成長に向けた活動を実践することで、若手職員がステップアッ
プすることを目的にメンバーを任命しています。
　入庫５年以上の若手職員を中心に選ばれたメンバーは、「積極的な自己研鑽の取り組み」「自己成長に向け、何をす
べきかを協議し、具体的活動を実践する」ことを活動内容としています。

　配属先以外の先輩職員(メンター)が、新入職員(メンティ)の職場内での不安・悩みや問題の解決を援助して職場
生活をサポートする役割を果たし、双方が成長することを目的としてメンター制度を行っています。
　メンター活動を通じて、職員間のネットワークが広がり、職場全体が活性化していくこともめざしています。

マイスター制度

【得意先・融資マイスター】８名

【テラー・預金マイスター】６名

ステップアップスクール

メンター制度

佐野　正明
(本店)

秋田　　望
(銀座支店)

小柳　翔太
(近文支店)

金澤　知佳
(春光出張所)

西中　昇
(北星支店)

佐藤　久世
(東支店)

栗宇　諒
(東光支店)

山本　暁馬
(札幌支店)

中島　良次
(富良野支店)

佐々木絵理香
(琴似支店)

蝦名　健吾
(末広支店)

吉田　夏紀
(新旭川支店)

越後　将司
(永山支店)

近藤　　愛
(近文支店)
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活力ある職場づくり

　｢一般事業主行動計画」を策定し、女性の活躍を推進しています。
　また、出産を希望する女性職員が安心して出産・子育てを経て職場復帰ができるように、産前産後休暇および育
児休暇の制度を設け、女性が長く働ける職場環境整備を進めています。

●一般事業主行動計画（平成２８年４月１日〜平成３１年３月３１日）
　女性が活躍できる雇用環境の整備を行うために、３つの目標を掲げています。

●産前産後休暇・育児休暇の取得
　職場での理解が進み、制度の利用者が増加しています。
　平成28年度は、７名（職員４名、サポートスタッフ３名）が
制度を利用しました。

　平成20年８月から、パート職員(サポートスタッフ)の希望・勤続年数・能力・勤務態度等に基づく、正職員への登用
制度を開始しています。

　平成18年４月から、60歳定年後の再雇用制度を開始しています。

　当金庫では、仕事と家庭の両立支援・業務の生産性向上をめざし、時間管理と有給休暇の取得を推進しています。
　｢定時退店の日」を設けるなど、年間の平均退店時間を早める工夫をしています。これにより、帰宅後の家族や友人
との時間・自己研鑽の時間が、より多く持てるようになりました。
　このほか、５連続休暇を含む休暇取得計画を各部店が年度当初に作成し、有給休暇の取得推進にも努めています。

　毎月10日に、全役職員・サポートスタッフ向けに庫内報を配信しています。
　毎号欠かさず理事長からのメッセージが掲載されているため、全員が理事
長の思いを受け取ることができます。営業店での好事例や研修受講者の感
想文なども掲載し、モチベーションアップにもつなげています。

女性の活躍推進に向けた取り組み

パート職員の正職員への登用制度

定年退職後の再雇用制度

ワークライフバランスによる仕事と家庭の両立支援

庫内報「みんなの広場」で情報共有

目標１

目標２

目標３

目標１ 管理職（課長級以上）の女性人数を
現在の２名から５名にする

初級管理職の女性人数を現在の
20名から24名にする

女性の融資・得意先係の配属を現
在の９名から16名にする

平成29年３月末現在 ２名

平成29年３月末現在 26名

平成29年３月末現在 6名
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 「失敗の本質」を読んで 

 

理事長  

原田 直彦 

「日本の大東亜戦争史を社会科学的に見

直してその敗北の実態を明らかにする。日

本軍の組織特性を探求し今日に活かす。」

という主題を持った「失敗の本質」を読ん

だ。破綻する組織の特徴は、トップからの

指示があいまい、大きな声が理論に勝る、

データの解析がおそろしくご都合主義、

「新しいか」よりも「前例があるか」が重

要、大きなプロジェクトほど責任者がいな

くなる、というのが結論である。裏を返せ

ば、組織が機能し力を発揮するには、トッ

プからの指示が明確、理論立ててよく検討

する、データの分析を客観的にしっかりす

る、「前例があるか」は関係ない、リーダ

ーは命をかけて責任をとる覚悟が必要、と

いうことになる。日本軍の組織特性ではあ

るが、国粋主義といった主義・主張の面か

らではなく、日本人の組織の特性として捉

えるべきであるとしている。 

 日本軍の特徴をいくつか挙げると、組織

行動・リーダーシップの面では、日本軍に

は、組織の成員が日々の生活のなかで観察

でき、また、その行動の手本としたリーダ

ーが存在した。組織のパラダイムが日常の

リーダーシップ行動を通じて伝承された。

年功序列型の組織では、人的つながりがで

きやすく、また、リーダーの過去の成功体

験が継続的に組織の上部構造に蓄積されて

いく。このようなリーダーシップの積み上

げによって、戦略・戦術のパラダイムは、

組織の成員に共有された行動規範、そして、

組織文化にまで高められる。これは、リー

ダーの重要性、リーダーによる危険性の大 
験が継続的に組織の上部構造に蓄積されて

いく。このようなリーダーシップの積み上

げによって、戦略・戦術のパラダイムは、

組織の成員に共有された行動規範、そして、

組織文化にまで高められる。これは、リー

ダーの重要性、リーダーによる危険性の大

きさをあらわしている。次に、組織学習の

面では、組織は学習しながら進化していく。

しかし、学習するのは、あくまで一人ひと

りの組織の成員である。よって、組織学習

は、組織の成員一人ひとりによって行われ

る学習が互いに共有され、評価され、統合

されるプロセスを経て初めて起こるのであ

る。そして、そのような学習が起こるため

には、組織は、個々の成員に影響を与え、

その学習の成果を蓄積し、伝習するという

学習システムになっていなければならない。

しかし、日本軍は、既存の知識を強化させ

るという面ではよく学習したが、組織の行

為と成果との間にギャップがあった場合に、

既存の知識を捨て、新たな知識を獲得する

学習棄却ができなかった。これは、組織が

成長するための組織と成員一人ひとりの関

係の重要性をあらわしている。 

 当金庫が使命を果たしていくためには、

一人ひとりの成長はもとよりであるが、組

織力の向上が必須である。ともに努力して

いこう。 

                                      

以上 
 

庫 内 報 
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      発行：経営管理Ｇ人事 
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得意先・融資部門 最優秀賞 テラー・預金部門 最優秀賞

　｢仲間とお客さまと地域との強い関わり合いを持つ」を合言葉に、各部店のチーム力向上を推進しています。

　平成21年から復活した運動会は、旭川大雪アリーナを貸し切り
にして開催しています。
　役職員・サポートスタッフやその家族が集まり、ミニバレーボー
ルや綱引き、リレーなどの競技に心地よい汗を流しました。
　運動会を通して、世代を超えた交流を深めています。

　職員の家族に金庫業務への理解を深めてもらうとともに、どん
な職場で働いているのかを知ってもらうことを目的に「家族参観
日」を開催しています。家族に仕事を知ってもらう貴重な機会と
なっています。

ロールプレイング大会の開催

チーム力向上への取り組み

運動会の開催

家族参観日の実施

　日頃の営業活動における基本応対マナーの向上と、職員一人ひとりがホスピタリティ精神を進展させ、地道な課
題解決型営業を実践することを目的としてロールプレイング大会を開催しています。
　各ブロック予選を勝ち抜いてきた職員が、審査員および大勢の職員の前で、日頃どのように営業活動を行ってい
るかを披露しました。見習いたいと感じる点も多く、見守る職員にとっても良い刺激となっています。

本店 佐野 正明 神居支店 金子 裕子

3232323232323232
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預金係として窓口業務を担当しています。お
客さま一人ひとりのニーズに合った提案が
できるようになることが目標です。そのた
めに、業務や商品、金融の知識を身に付
ける日々の自己研鑽を大切にしてい
ます。

得意先係として、「お客さまの幸せづくりの
ために何ができるか」をつねに心がけて仕
事に取り組んでいます。お客さまの課題
解決を通じて、地域に貢献していくこと
が目標です。

預金係の事務担当として、窓口をサポートしな
がら、丁寧かつ的確な処理を心がけていま
す。仲間とのチームワークを大切にして、お
客さまに安心してどんなことでも相談し
てもらえるよう、日々の業務に励んで
いきたいと思います。

入庫してから現在まで、融資業務を担当してお
りますが、日々の業務では、お客さまが相談し
やすい雰囲気を出すように心がけていま
す。お客さまとの絶対的な信頼関係を築
くことを目標に、今後も仕事に励みた
いと思います。

融資係というと、窓口で応対をするイメー
ジが強いかもしれませんが、できる限りお
客さまの所へ訪問し、お客さまを知るこ
とを大切にしています。お仕事の現場
を肌で感じることで、お客さまの目
線で対応できる職員を目指し
ています。

新旭川支店
吉本　有希

2年目

東支店
柏葉　雄貴

6年目

豊岡支店
山口　航平

3年目年目

永山支店
村木　貴哉

4年目年目

神居支店
山口　沙織

5年目年目

｢お客さまの幸せづくりを
追求しています｣

｢日々の自己研鑽を
大切にしています｣

｢絶対的な信頼関係を
築くことが目標です｣

｢お客さまを知ることを
大切にしています｣

｢仲間とのチームワークを
大切にしています｣

活力ある職場づくり

　理事長講話・重点項目に関するグループ討議を行う「オフサイトミーティング」や、顧問の体験・考え方を知る「顧問
との対話」をとおして、役員と職員のコミュニケーションを図っています。
　役員の考え方に直接触れ、職員が金庫の方針や理念について理解を深める機会になっています。

　若手職員を中心に選ばれた「ステップアップ
スクール」の活動として、「ジュニアボード」を実
施しています。
　男女それぞれのグループが、金庫の将来を
考えるテーマについて真剣に考え、役員に提
言・発表をしています。
　若手職員の成長機会であると同時に、モチ
ベーションアップにもつながっています。

　当金庫では、野球部・サッカー部・テニス部・バスケットボール部・山岳部・スキー部・バドミントン部・バレー部の８つ
のクラブが活動しています。
　平成28年度も積極的に活動し、さまざまな大会に参加しました。
　クラブ活動をとおして、職員同士の「絆」を強め、職場の活性化を図っています。

役員と職員の対話

ジュニアボード

クラブ活動をとおした交流

オフサイトミーティング

野球部 サッカー部 テニス部 バスケットボール部

山岳部 スキー部 バドミントン部 バレー部

顧問との対話

3333333333333333
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預金係として窓口業務を担当しています。お
客さま一人ひとりのニーズに合った提案が
できるようになることが目標です。そのた
めに、業務や商品、金融の知識を身に付
ける日々の自己研鑽を大切にしてい
ます。

得意先係として、「お客さまの幸せづくりの
ために何ができるか」をつねに心がけて仕
事に取り組んでいます。お客さまの課題
解決を通じて、地域に貢献していくこと
が目標です。

預金係の事務担当として、窓口をサポートしな
がら、丁寧かつ的確な処理を心がけていま
す。仲間とのチームワークを大切にして、お
客さまに安心してどんなことでも相談し
てもらえるよう、日々の業務に励んで
いきたいと思います。

解決を通じて、地域に貢献していくこと

入庫してから現在まで、融資業務を担当してお
りますが、日々の業務では、お客さまが相談し
やすい雰囲気を出すように心がけていま
す。お客さまとの絶対的な信頼関係を築
くことを目標に、今後も仕事に励みた
いと思います。

融資係というと、窓口で応対をするイメー
ジが強いかもしれませんが、できる限りお
客さまの所へ訪問し、お客さまを知るこ
とを大切にしています。お仕事の現場
を肌で感じることで、お客さまの目
線で対応できる職員を目指し
ています。

新旭川支店
吉本　有希

2年目

東支店
柏葉　雄貴

6年目

豊岡支店
山口　航平

3年目年目

永山支店
村木　貴哉

4年目年目

神居支店
山口　沙織

5年目年目

｢お客さまの幸せづくりを
追求しています｣

｢日々の自己研鑽を
大切にしています｣

｢絶対的な信頼関係を
築くことが目標です｣

｢お客さまを知ることを
大切にしています｣

｢仲間とのチームワークを
大切にしています｣

がんばる職員の声

3434343434343434
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自己資本の充実
　コア資本に係る基礎項目の額から一般貸倒引当金コア資本算入額を除いた純然たる自己資本の額は、６４３億円と
なり、道内信用金庫では最大規模です。また、出資金を除いた６１８億円は、利益から積み立てた無コスト資金であり、
極めて良質な自己資本です。
　早期是正措置の対象となる自己資本比率の国内基準は４％未満とされていますが、当金庫はこの５倍を超える、十
分な水準にあります。
　地域金融機関は、地元で集めた資金は地元で貸し出し、資金還流を通じて、地域経済を活性化させる使命がありま
す。このため、自己資本比率は高いほどよいわけではなく、地域金融機関として適正な水準があると考えています。

　自己資本比率は、自己資本額を分子とし、総資産を分母として算出します。	
　分母となる総資産（リスク・アセット）は、資産ごとの回収リスクに応じて算出することになっており、現金や国債など
の回収リスクの少ない資産は分母に入れなくてもよいことになっています。
　金融機関は、預金や自己資本を資金調達の源泉とし、貸出金や有価証券などの資産を保有・運用しています。		
　預金などは将来必ず支払うものですが、運用している資産に貸倒れなどの損失が大量に発生すると、お客さまから
お預かりしている預金の支払いができなくなる可能性があります。	
　自己資本は、このような損失の発生に対する蓄えとしての役割を果たしてくれるものです。
　一般論としては、自己資本比率が高いことは、損失発生の可能性がある資産に対して自己資本という蓄えを多く
もっていて、安全性が高いことになります。

自己資本の額 ６４７億６８百万円 ＝２２．５９％リスク・アセット等の額の合計額 ２，８６７億１１百万円

自己資本比率

２２．５９％

国内
基準４％

24

20

16

12

8

4

0

22.59 22.9022.90

27年3月末 28年3月末 29年3月末

22.59

自己資本比率の推移（％）

（注）
「信用金庫法第89条第1項において準用する銀行法第14条の2の
規定に基づき、信用金庫及び信用金庫連合会がその保有する資産
等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断す
るための基準（平成18年金融庁告示第21号）」に基づき算出してお
ります。
なお、当金庫は国内基準を採用しております。
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自己資本の構成に関する開示事項 （単位：百万円・％）

項　　　　　　　目 平成27年度 平成28年度経過措置による
不算入額

経過措置による
不算入額

コア資本に係る基礎項目　(１)
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額 62,389 64,360

うち、出資金及び資本剰余金の額 2,501 2,484
うち、利益剰余金の額 59,986 61,975
うち、外部流出予定額(△) 98 99
うち、上記以外に該当するものの額 − −

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 1,535 726
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 1,535 726
うち、適格引当金コア資本算入額 − −

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 − −
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、コア資本に
係る基礎項目の額に含まれる額 − −

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45パーセントに相当する額のうち、コア資本に係る
基礎項目の額に含まれる額 − −

コア資本に係る基礎項目の額　(イ) 63,924 65,086
コア資本に係る調整項目　(２)
無形固定資産(モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。)の額の合計額 58 88 79 52

うち、のれんに係るものの額 − − − −
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 58 88 79 52

繰延税金資産(一時差異に係るものを除く。)の額 − − − −
適格引当金不足額 − − − −
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 − − − −
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 − − − −
前払年金費用の額 111 166 239 159
自己保有普通出資等(純資産の部に計上されるものを除く。)の額 − − − −
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 − − − −
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 − − − −
信用金庫連合会の対象普通出資等の額 − − − −
特定項目に係る10パーセント基準超過額 − − − −

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 − − − −
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 − − − −
うち、繰延税金資産(一時差異に係るものに限る。)に関連するものの額 − − − −

特定項目に係る15パーセント基準超過額 − − − −
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 − − − −
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 − − − −
うち、繰延税金資産(一時差異に係るものに限る。)に関連するものの額 − − − −

コア資本に係る調整項目の額　(ロ) 170 318
自己資本
自己資本の額((イ)－(ロ))　(ハ) 63,754 64,768
リスク・アセット等　(３)
信用リスク・アセットの額の合計額 260,772 269,612

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 △ 18,809 △ 15,552
うち、無形固定資産(のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。) 88 52
うち、繰延税金資産 − −
うち、前払年金費用 166 159
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー △ 19,065 △ 15,765
うち、上記以外に該当するものの額 − −

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８パーセントで除して得た額 17,567 17,098
信用リスク・アセット調整額 − −
オペレーショナル・リスク相当額調整額 − −
リスク・アセット等の額の合計額　(ニ) 278,339 286,711
自己資本比率
自己資本比率((ハ)／(ニ)) 22.90 22.59
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開示債権構成比（％）

不良債権残高

不良債権比率

10,167百万円

破産更生債権及び
これらに準ずる債権 1.6
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開示債権構成比（％）

不良債権残高

不良債権比率

10,167百万円

破産更生債権及び
これらに準ずる債権 1.6

危険債権 1.6

平成26年度 平成27年度 平成28年度

3.34％

（単位：百万円・％）

10,217

要管理債権 0.0

28年度 正常債権
96.6

10,167

不良債権等への対応

金融再生法に基づく開示債権

　積極的な企業再生支援による財務改善や延滞債権の回収促進に努め、不良債権残高は減少しましたが、貸出金の
減少から不良債権比率は増加しました。当金庫は厳格な引当等を実施しており、保全率は88％と高い水準を保ってお
ります。

万全な不良債権処理を行い、健全経営を貫いております。

金融再生法に基づく開示債権額 （単位：百万円）

平成27年度 平成28年度
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 4,792 5,012
危険債権 3,960 5,072
要管理債権 1,465 81
正常債権 298,911 294,143
合　計 309,129 304,310
(注)１．｢破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申し立て等

の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権およびこれらに準ずる債権です。
２．｢危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態に至っていないが、財政状態および経営成績が悪化し、契約に
従った債権の元本の回収および利息の受け取りができない可能性の高い債権です。

３．｢要管理債権」とは、「３ヵ月以上延滞債権」および「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金をいいます。
４．｢正常債権」とは、債務者の財政状態および経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権及びこ
れらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」以外の債権をいいます。

金融再生法開示債権保全状況 （単位：百万円）

平成27年度 平成28年度
金融再生法上の不良債権 （Ａ） 10,217 10,167

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 4,792 5,012
危険債権 3,960 5,072
要管理債権 1,465 81

保全額 （Ｂ） 9,127 9,023
貸倒引当金 （Ｃ） 4,931 4,821
担保・保証等 （Ｄ） 4,196 4,201

保全率（Ｂ）/（Ａ）（％） 89.3 88.7
担保・保証等控除後債権に対する引当率
（Ｃ）/（（Ａ）－（Ｄ））（％） 81.9 80.8

(注)貸倒引当金は個別貸倒引当金および要管理債権に対して計上している一般貸倒引当金の合計額です。

3737373737373737
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10,110
リスク管理債権の引当・保全状況

　リスク管理債権とは、信用金庫法により定められた
開示すべき債権（貸出金）の金額です。
　債権管理は金融機関にとって重要な業務であり、
当金庫では査定業務を正確に処理するために厳正な
信用格付を行い、また不動産担保評価システムを導
入するなど、日頃から資産査定の精度向上に努めて
います。
　破綻先債権額が前年比9百万円減の800百万円、
延滞債権額が前年比1,296百万円増の9,227百万
円、また３ヵ月以上延滞債権額が前年比49百万円増
の61百万円、貸出条件緩和債権が前年比1,432百
万円減の20百万円となりました。
　リスク管理債権10,110百万円のうち、担保や保証
機関の保証等で4,201百万円、貸倒引当金で4,783
百万円、合計8,985百万円が保全されており、法定ど
おりの処理は完了しています。

　信用金庫法上のリスク管理債権は、貸出金の1
件ごとに集計した不良債権です。
　一方、金融再生法上の開示債権は、債務保証等
の貸出金以外の債権も含まれ、また、債務者に対
する債権（1先ごと）を集計しています。
　概ね右図のような対応関係になっています。

リスク管理債権額の推移

140

120

100

80

60

40

20

0
破綻先債権 延滞債権 3ヵ月以上

延滞債権
貸出条件
緩和債権

合計

（単位：億円）

平成27年度 平成28年度

（注）1.「破綻先債権」とは、元本または利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本または利息の取り立てまたは弁済の見込みがないものとして未収利息を計
上しなかった貸出金（未収利息不計上貸出金）のうち、次のいずれかに該当する債務者に対する貸出金です。
①更生手続開始の申し立てがあった債務者
②再生手続開始の申し立てがあった債務者
③破産手続開始の申し立てがあった債務者
④特別清算開始の申し立てがあった債務者
⑤手形交換所による取引停止処分を受けた債務者
2.「延滞債権」とは、未収利息不計上貸出金のうち次の2つを除いた貸出金です。
①上記「破綻先債権」に該当する貸出金
②債務者の経営再建または支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金
3.「3ヵ月以上延滞債権」とは、元本または利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上遅延している貸出金で破綻先債権および延滞債権に該当しない貸出金です。
4.「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取り決めを
行った貸出金で破綻先債権、延滞債権および3ヵ月以上延滞債権に該当しない貸出金です。
5.なお、これらの開示額は、担保処分による回収見込額、保証による回収が可能と認められる額や既に引き当てている個別貸倒引当金を控除する前の金額であり、全てが損失となるも
のではありません。
6.「担保・保証額｣は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額および保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
7.「貸倒引当金」については、リスク管理債権区分の各項目の貸出金に対して引き当てた金額を記載しており、貸借対照表の残高より少なくなっています。
8.保全率はリスク管理債権ごとの残高に対し、担保・保証、貸倒引当金を設定している割合です。

リスク管理債権と金融再生法の違い 金融再生法上の開示債権とリスク管理債権との関係
金融再生法上の開示債権

（貸出金）

（正常債権）

リスク管理債権
その他の
債権 （貸出金）

その他の
債権

破綻更生債権及び
これらに準ずる債権

3ヵ月以上延滞債権
貸出条件緩和債権

危険債権

破綻先債権

延滞債権

要管理債権

リスク管理債権の引当・保全状況 （単位：百万円）
区　分 残　高 担保・保証額 貸倒引当金 保全率（％）

破綻先債権 平成27年度 809 298 511 100.0
平成28年度 800 296 504 100.0

延滞債権 平成27年度 7,931 3,716 3,687 93.3
平成28年度 9,227 3,843 4,272 87.9

３ヵ月以上延滞債権 平成27年度 12 7 1 69.6
平成28年度 61 57 4 100.5

貸出条件緩和債権 平成27年度 1,452 173 776 65.4
平成28年度 20 3 1 26.7

合　計 平成27年度 10,206 4,196 4,977 89.8
平成28年度 10,110 4,201 4,783 88.8

3838383838383838
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理事会

常務会 ＡＬＭ委員会

リスク管理委員会

統合的リスク管理

市場リスク管理

総合企画部

経理証券部
信用リスク管理
経理証券部
地域振興部
金融支援部
経営支援部

事務リスク

事務部

システムリスク

システム部

風評リスク その他オペリスク

各担当部

法務リスク

総合企画部

人的リスク

人事部

有形資産リスク

総合企画部

流動性リスク管理
経理証券部

自己資本管理
総合企画部
経理証券部

顧客保護等管理
総合企画部
経理証券部
営業推進部
金融支援部
システム部

リスク管理態勢の検証
内部監査部

オペレーショナル・リスク管理
総合企画部
(統括)

リスク管理態勢について

リスク管理態勢

　当金庫では、経営の健全性を維持するため、リスク管理を経営の最重要課題として位置づけ、各種リスク状況を正確に
把握し、適切にコントロールできるリスク管理を実施しています。
　当金庫は、「リスク管理の基本方針」および「リスク管理規程」を制定し、毎年度、リスク管理の具体的な実践計画として、
「リスク管理プログラム」を策定し、適時見直すことによりリスク管理態勢の充実を図っています。
　また、経営に重大な影響を与えるリスク情報は、すみやかに経営陣へ報告する態勢をとっています。

●リスク管理態勢図

●リスクの分類

統合的リスク管理
直面するリスクを総体的に捉え、統合的なリスク管理を行うために、リスク管理委員会を設置しています。統合
的リスクの管理対象は、「市場リスク」「信用リスク」「流動性リスク」「自己資本」「顧客保護等」「オペレーショナル・
リスク」としています。

市場リスク管理 金利、有価証券の時価、為替、オフ・バランス項目も含んだ資産の時価の把握など、さまざまな動向をつねに注
視し、健全な資産・負債のバランス、収益体質の維持・管理の充実を図っています。

信用リスク管理
貸出資産の健全性を維持するために、金融支援部による厳正な審査を行う一方、経営支援部による資産の自己
査定にもとづき、資産の健全性保持に努めています。さらに貸出資産のみならず、信用リスクを有する資産およ
びオフ・バランス項目（市場取引を含む）について、そのリスク管理を実施しています。

流動性リスク管理 金融環境の変化に対応するため、つねに適正な資金バランスを維持し、適正な支払準備資産を確保していま
す。また、適切な資金繰り管理のため、資産運用の内容、調達の状況等に常時配意しています。

自己資本管理 自己資本の充実に関する施策を実施し、自己資本充実度の評価および自己資本比率の算定を実施しています。

顧客保護等管理
お客さまからの信頼を第一と考え、法令等を遵守し継続的な改善に努め、お客さま情報の機密性・正確性の確
保に努めています。また、お客さまの知識、経験および財産の状況をふまえた適切な情報提供と商品説明を行
うために、説明責任態勢の整備・充実に努めています。

オペレーショナル・リスク管理 事務、システム、風評、その他オペレーショナル・リスクの各リスクを管理しています。

3939393939393939
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コア資本に係る基礎項目の額

（平成28年3月末）
63,924

リスク資本総額
62,389

配賦可能資本
45,500

リスク量

（平成29年3月末）
14,063

（単位：百万円）

リスク資本総額
62,389

一般貸倒引当金
1,535

不配賦資本
16,889

余裕配賦資本
オペレーショナルリスク

16,090

信用リスク
8,500

市場リスク
19,500

配賦可能資本
45,500

1,410

0

オペレーショナルリスク

信用リスク

市場リスク
10,321

1,367

2,374

統合的なリスク量に関する事項
　当金庫では、自己資本の十分性を検証することを目的として、リスク資本配賦を行っております。
　業務から生じるリスクの顕在化に対する備えである自己資本を、リスク・カテゴリー毎に配賦し、リスク量のモニタリ
ングを通して自己資本の十分性を検証しています。

【市場リスク】 【信用リスク】

【オペレーショナルリスク】

１．平成28年3月末現在のコア資本に係る基礎項目の額を基準として、平成28年度の配賦額を決定しております。
　なお、平成29年3月末現在のコア資本に係る基礎項目の額は65,086百万円となっております。
２．リスク資本配賦上の自己資本額（リスク資本総額）は、コア資本に係る基礎項目の額から一般貸倒引当金を除いた額としております。
３．すべてのリスクが顕在化した場合でも業務を継続するための備えとして、自己資本比率の6%相当額、自己資本比率算出上のコア資本に係る
調整項目および繰延税金資産の合計額を不配賦資本としております。

４．配賦可能資本は、業務を継続しながら損失を吸収し得る安定的な資本として、リスク資本総額から不配賦資本を差し引いた額としております。
５．計測不可能なリスク、計測対象外のリスク、および想定外のリスクに対する備え、ならびに新たな戦略展開のための原資として、配賦可能資本
から各配賦額を差し引いた額を余裕配賦資本としております。

６．リスク量は、以下の方法により算出しております。

市場リスクには銀行勘定の金利リスクと価格変動リス
クがあり、相関関係を考慮して算出しております。
①銀行勘定の金利リスク
　預金、貸出金、預け金および有価証券等の資産と負
債において金利変動により発生する予想損失額を
統計的手法により算出しております。
②価格変動リスク
　有価証券等の市場運用における価格変動リスクで
あり、為替・株式市場の変動等による予想損失額を
統計的手法により算出しております。
観測期間１年、保有期間１年、信頼区間99％のVaRに
よる算出を採用しております。

貸出における倒産確率の高低と非保全金額の大小を
反映させた統計的手法により算出しております。

１年間の粗利益に15％を乗じて得た額の直近3年間の
平均値としています。

4040404040404040
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顧客保護

　当金庫は「顧客保護等管理方針」を定め、お客さまの保護を重視する取り組みを進めています。

　当金庫は、お客さまからの相談・苦情・紛争等（以下「苦情等」という。）を営業店または営業推進部お客さま相談室
（以下「お客さま相談室」という。）で受け付けています。

　当金庫は、お客さまからの苦情のお申し出に公正かつ的確に対応するため業務運営態勢・内部規程を整備し、そ
の内容をホームページ等で公表しています。
　相談・苦情等のお申し出は、営業店または上記お客さま相談室にお申し出ください。
　当金庫のほかに、(社)北海道信用金庫協会が運営する「北海道地区しんきん相談所」ならびに(社)全国信用金庫
協会が運営する「全国しんきん相談所」(以下「しんきん相談所」という。)など、他の機関でも相談・苦情等のお申し出
を受け付けています。詳しくは上記お客さま相談室へご相談ください。

住　　所：〒070-8660　旭川市４条通８丁目
電話番号：0166-26-1161　ＦＡＸ：0166-25-8584　ｅメール：cbc85586@pop21.odn.ne.jp
受付時間：9:00～ 17:00（当金庫営業日）
受付媒体：電話、手紙、面談

住　　所：〒060-0005
札幌市中央区北５条西５-２-５

電話番号：011-221-3273
受付日時：9:00～ 17:00（信用金庫営業日）
受付媒体：電話、手紙、面談

住　　所：〒103-0028
東京都中央区八重洲１-３-７

電話番号：03-3517-5825
受付日時：9:00～ 17:00（信用金庫営業日）
受付媒体：電話、手紙、面談

１．お客さまとの取引に際しては、法令等に従い金融商品の説明および情報提供を適切に実施します。
２．お客さまからの相談・苦情等には適切に対応します。
３．お客さまに関する情報については、法令等に従い適切に取得し安全に管理します。
４．外部委託先の顧客情報等管理の適切性確保に努めます。
５．利益相反管理方針に基づき、顧客の利益が不当に害されることのないよう利益相反の管理を適切に行います。

●顧客保護等管理方針

●苦情処理措置・紛争解決措置等の概要

●苦情処理措置

旭川信用金庫 お客さま相談室

北海道地区しんきん相談所
（一般社団法人北海道信用金庫協会）

全国しんきん相談所
（一般社団法人全国信用金庫協会）

41414141414141
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　当金庫は、紛争解決のため、当金庫営業日に左記お客さま相談室またはしんきん相談所にお申し出があれば、札
幌弁護士会の紛争解決センター、もしくは東京弁護士会、第一東京弁護士会、第二東京弁護士会(以下「東京三弁護
士会」という。)の仲裁センター等にお取り次ぎいたします。
　また、お客さまから各弁護士会に直接お申し出いただくことも可能です。

　なお、東京三弁護士会の仲裁センター等は、東京都以外の各地のお客さまにもご利用いただけます。その際に
は、お客さまのアクセスに便利な東京以外の弁護士会をご利用する方法もあります。例えば、東京以外の弁護士会
において東京の弁護士会とテレビ会議システム等を用いる方法（現地調停）や、東京以外の弁護士会に案件を移す
方法（移管調停）があります。ご利用いただける弁護士会については、あらかじめ、前記「東京三弁護士会、しんきん
相談所または当金庫お客さま相談室」にお尋ねください。

●紛争解決措置

名 称 札幌弁護士会
紛争解決センター

東京弁護士会
紛争解決センター

第一東京弁護士会
仲裁センター

第二東京弁護士会
仲裁センター

住 　 所
〒060-0001
札幌市中央区北1条西10丁目
札幌弁護士会館2階
札幌法律相談センター

〒100-0013
東京都千代田区霞が関1-1-3

〒100-0013
東京都千代田区霞が関1-1-3

〒100-0013
東京都千代田区霞が関1-1-3

電話番号 011-251-7730 03-3581-0031 03-3595-8588 03-3581-2249

受 付 日
時 　 間

月～金（祝日、年末年始除く）
10:00～12:00
13:00～16:00

月～金（祝日、年末年始除く）
9:30～12:00
13:00～15:00

月～金（祝日、年末年始除く）
10:00～12:00
13:00～16:00

月～金（祝日、年末年始除く）
9:30～12:00
13:00～17:00

紛
争
解
決
の
申
し
立
て

紛
争
解
決
の
申
し
立
て

紛
争
解
決
の

取
り
次
ぎ
依
頼 紛

争
解
決
へ
の
対
応紛

争
解
決
の

取
り
次
ぎ

紛
争
解
決
の

取
り
次
ぎ

紛
争
解
決
の

取
り
次
ぎ
依
頼

苦
情
等
の
お
申
し
出

苦
情
等
の
お
申
し
出 苦

情
等
の
お
申
し
出

適
切
な
説
明・他
機
関
の
紹
介

苦
情
等
の

お
申
し
出

話
し
合
い

話
し
合
い

報
告・連
絡

報
告・連
絡

検
討・見
直
し

連
携

連
携

連
携

連
携

連携

検証

お 客 さ ま

お 客 さ ま 相 談 室
（ 主 管 部 署 ）

営 業 店

営業推進部

北海道地区しんきん相談所
全国しんきん相談所

東京三弁護士会仲裁センター等札幌弁護士会紛争解決センター

関 係 部 署

内
部
監
査
部
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個人情報保護宣言（プライバシー）（抜粋）

顧客保護

　当金庫は、お客さまからの信頼を第一と考え、お客さまの個人情報および個人番号（以下「個人情報等」といいま
す。）の適切な保護と利用を図るために、個人情報の保護に関する法律（平成15年５月30日法律第57号）、行政手続
における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年５月31日法律第27号）および金融分
野における個人情報保護に関するガイドライン、その他の個人情報等保護に関する関係諸法令等を遵守するととも
に、その継続的な改善に努めます。また、個人情報等の機密性・正確性の確保に努めます。

（詳しくは、当金庫ホームページをご覧ください。）

　本プライバシーポリシーにおける「個人情報」とは、
「住所・氏名・電話番号・生年月日」等、特定の個人を識
別することができる情報をいいます。

（1） 個人情報等の取得
　当金庫は、あらかじめ利用の目的を明確にして
個人情報等の取得をします。
　また、金庫業務の適切な業務運営の必要から、
お客さまの住所・氏名・電話番号、性別、生年月日な
どの個人情報の取得に加えて、融資のお申し込み
の際には、資産、年収、勤務先、勤続年数、ご家族情
報、金融機関でのお借り入れ状況など、金融商品を
お勧めする際には、投資に関する知識・ご経験、資
産状況、年収などを確認させていただくことがあり
ます。
お客さまの個人情報は、
①預金口座のご新規申込書等、お客さまにご記入・

ご提出いただく書類等に記載されている事項
②営業店窓口係や得意先係等が口頭でお客さまか

ら取得した事項
③当金庫ホームページ等の「お問い合わせ」等の入

力事項
④各地手形交換所等の共同利用者や個人信用情

報機関等の第三者から提供される事項
⑤その他一般に公開されている情報
　等から取得しています。

（2） 個人情報等の利用目的
　当金庫は、次の利用目的のために個人情報等を
利用し、それ以外の目的には利用しません。個人番
号については、法令等で定められた範囲内でのみ
利用します。また、お客さまにとって利用目的が明
確になるよう具体的に定めるとともに、取得の場面
に応じ、利用目的を限定するよう努めます。  
　お客さま本人の同意がある場合、もしくは法令
等により開示が求められた場合等を除いて、個人
情報を第三者に開示することはございません。

１．個人情報とは 

２．個人情報の取得・利用について

Ａ．個人情報（個人番号を含む場合を除きます）の利用
目的

（利用目的）
①各種金融商品の口座開設等、金融商品やサービ

スの申し込みの受付のため
②法令等に基づくご本人さまの確認等や、金融商

品やサービスをご利用いただく資格等の確認の
ため

③預金取引や融資取引等における期日管理等、継
続的なお取引における管理のため

④融資のお申し込みや継続的なご利用等に際して
の判断のため

⑤適合性の原則等に照らした判断等、金融商品や
サービスの提供にかかる妥当性の判断のため

⑥与信事業に際して当金庫が加盟する個人信用情
報機関に個人情報を提供する場合等、適切な業
務の遂行に必要な範囲で第三者に提供するため

⑦他の事業者等から個人情報の処理の全部または
一部について委託された場合等において、委託
された当該業務を適切に遂行するため

⑧お客さまとの契約や法律等に基づく権利の行使
や義務の履行のため

⑨市場調査、ならびにデータ分析やアンケートの
実施等による金融商品やサービスの研究や開発
のため

⑩ダイレクトメールの発送等、金融商品やサービス
に関する各種ご提案のため

⑪提携会社等の商品やサービスの各種ご提案の
ため

⑫各種お取引の解約やお取引解約後の事後管理
のため

⑬その他、お客さまとのお取引を適切かつ円滑に
履行するため

（法令等による利用目的の限定） 
①信用金庫法施行規則第110条等により、個人信

用情報機関から提供を受けた資金需要者の借
入金返済能力に関する情報は、資金需要者の返
済能力の調査以外の目的に利用・第三者提供い
たしません。

4343434343434343
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　当金庫は、お客さまの個人情報等について、利用目
的の達成のために個人データを正確かつ最新の内容
に保つように努めます。

　当金庫は、お客さまの個人情報等の漏えい、滅失、ま
たは毀損の防止その他の個人情報等の適切な管理の
ために必要な措置を講じます。

　当金庫は、例えば、次のような場合に、個人データの
取り扱いの委託を行っています。また、委託に際しまし
ては、お客さまの個人情報等の安全管理が図られるよ
う委託先を適切に監督いたします。
　勘定系・情報系システムの運用・保守に関わる業務 
　出資配当金通知書等の作成・発送に関わる事務 
　ＡＴＭ機器の障害対応に関わる業務

　当金庫は、個人情報等の取り扱いに係るお客さまか
らの苦情処理に適切に取り組みます。なお、当金庫の
個人情報等の取り扱いに関するご質問・苦情の申し立
てにつきましては、下記の当金庫お客さま相談室まで
ご連絡ください。

　お客さま本人から、当金庫が保有している情報につ
いて開示等のご請求があった場合には、請求者がご本
人であること等を確認させていただいたうえで、遅滞
なくお答えします。
　お客さま本人から、当金庫が保有する個人情報等の
内容が事実でないという理由によって当該個人情報等
の訂正、追加、削除または利用停止、消去のご要望が
あった場合には、遅滞なく必要な調査を行ったうえで
個人情報等の訂正等または利用停止等を行います。な
お、調査の結果、訂正等を行わない場合には、その根拠
をご説明させていただきます。

３．個人情報等の正確性の確保について

５．個人情報等の安全管理について

６．委託について

７．個人情報保護に関する質問・苦情・
異議の申し立てについて

４．個人情報等の開示・訂正等、利用停止等について

②信用金庫法施行規則第111条等により、人種、信
条、門地、本籍地、保健医療または犯罪経歴につ
いての情報等の特別の非公開情報は、適切な業
務運営その他の必要と認められる目的以外の目
的に利用・第三者提供いたしません。

Ｂ．個人番号の利用目的
①出資配当金の支払に関する法定書類作成・提供

事務のため
②金融商品取引に関する口座開設の申請・届出事

務のため
③金融商品取引に関する法定書類作成・提供事務

のため
④金地金取引に関する法定書類作成・提供事務の

ため
⑤国外送金等取引に関する法定書類作成・提供事

務のため
⑥非課税貯蓄制度等の適用に関する事務のため
⑦教育等資金非課税制度等に関する法定書類作

成・提供事務のため
上記の利用目的につきましては、当金庫のホーム
ページの他、店頭掲示のポスター等でもご覧いた
だけます。

（3） ダイレクト・マーケティングの中止
　当金庫は、ダイレクトメールの送付や電話等での
勧誘等のダイレクト・マーケティングで個人情報を
利用することについて、お客さまから中止のお申出
があった場合は、当該目的での個人情報の利用を
中止いたします。中止を希望されるお客さまは、右
記のお問い合せ先までお申し出ください。

　お客さまからの個人情報等の開示等のご請求につ
いては、所定の手数料をお支払いいただきます。
　以上のとおり、お客さまに関する情報の開示・訂正
等、利用停止等が必要な場合は、下記のお問い合せ先
までお申出ください。必要な手続についてご案内させ
ていただきます。

【個人情報に関する相談窓口】
旭川信用金庫　お客さま相談室
住　　所：〒070-8660　旭川市４条通８丁目
電話番号：0166-26-1161
Ｆ Ａ Ｘ：0166-25-8584
Ｅメー ル：cbc85586@pop21.odn.ne.jp

4444444444444444
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利益相反管理方針 金融商品に係る当庫の勧誘方針

顧客保護

　当金庫は、信用金庫法および金融商品取引法等を踏
まえ、お客さまとの取引にあたり、本方針および当金庫
が定める庫内規則に基づき、お客さまの利益が不当に
害されるおそれのある取引を適切に管理（以下「利益相
反管理」という。）し、もってお客さまの利益を保護する
とともに、お客さまからの信頼を向上させるため、次の
事項を遵守いたします。

１．当金庫は、当金庫および株式会社旭信ビジネスサー
ビス（以下「当金庫等」という。）が、お客さまと行う取
引を対象として利益相反管理を行います。

２．当金庫は、以下に定める取引を利益相反管理の対象
とします。

（1） 次に掲げる取引のうち、お客さまの利益が不当
に害されるおそれのある取引
①当金庫等が、契約等に基づく関係を有するお

客さまと行う取引
②当金庫等が、契約等に基づく関係を有するお

客さまと対立または競合する相手と行う取引
③当金庫等が、契約等に基づく関係を有するお

客さまから得た情報を不当に利用して行う取
引

（2） ①から③のほか、お客さまの利益が不当に害さ
れるおそれのある取引

３．当金庫は、利益相反管理の対象となる取引につい
て、次に掲げる方法その他の方法を選択し、またこ
れらを組み合わせることにより管理します。

（1） 対象取引を行う部門とお客さまとの取引を行う
部門を分離する方法

（2） 対象取引またはお客さまとの取引の条件または
方法を変更する方法

（3） 対象取引またはお客さまとの取引を中止する方
法

（4） 対象取引に伴い、お客さまの利益が不当に害さ
れるおそれがあることについて、お客さまに適
切に開示する方法

４．当金庫は、営業部門から独立した管理部署の設置お
よび責任者の配置を行い、利益相反のおそれのある
取引の特定および利益相反管理を一元的に行いま
す。また、当金庫は、利益相反管理について定められ
た法令および庫内規程等を遵守するため、役職員等
を対象に教育・研修等を行います。

５．当金庫は、利益相反管理態勢の適切性および有効性
について定期的に検証します。

　当金庫は、「金融商品の販売等に関する法律」に基づ
き、金融商品の販売等に際しては、次の事項を遵守し、
勧誘の適正の確保を図ることとします。
　また、預金に関する「重要事項」は、下段のとおりです
ので、預金される際には、「重要事項」の説明をお受けい
ただき、内容をご確認くださいますようお願い申し上げ
ます。

１．金融商品に係る勧誘方針
（1） 当金庫は、お客さまの知識、経験、財産の状況お

よび当該金融商品の販売に係る契約を締結す
る目的に照らして、適正な情報の提供と商品説
明をいたします。

（2） 金融商品の選択・購入は、お客さまご自身の判
断によってお決めいただきます。その際、当金
庫は、お客さまに適正な判断をしていただくた
めに、当該金融商品の「重要事項」について説明
をいたします。

（3） 当金庫は、誠実・公正な勧誘を心掛け、お客さま
に対し事実と異なる説明をしたり、誤解を招くこ
とのないよう、研修等を通じて役職員の知識の
向上に努めます。

（4） 当金庫は、お客さまにとって不都合な時間帯や
迷惑な場所での勧誘は行いません。

（5） 金融商品の販売等に係る勧誘についてご意見
やお気づきの点等がございましたら、お近くの
窓口までお問い合わせください。

２．預金に関する勧誘方針
（1） 預金（当座預金、普通預金、別段預金、貯蓄預金、

通知預金、納税準備預金、定期預金、定期積金）
について
①預金保険制度の対象となります。
②預金保険によって、１預金者あたり元本

1,000万円までとその利息が保護の対象と
なります。

　元本1,000万円を超える部分とその利息に
ついては、概算払い率に応じて払い戻される
ことになります。したがって、金額が一部カッ
トされることがあります。

③平成17年４月以降は、当座預金、決済用普通
預金等の利息のつかない等の条件を満たす
預金が全額保護されます。

（2） 外貨預金と預金以外の金融商品について
　外貨預金、債券、投資信託受益証券、保険に関
する「重要事項」については、預金と性格・仕組み
が異なっており、ご契約いただく際に改めてご
説明いたします。
　詳しくは窓口におたずねください。
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コンプライアンス管理態勢
　当金庫は、地域金融機関として地域に根ざした金融機関業務を行っており、一般企業にも増して社会的使命と公
共性が高く、より高いレベルのコンプライアンスが求められていると認識し、コンプライアンスを経営の最重要課題
としてとらえています。
　当金庫は、「法令等遵守方針」および「コンプライアンス規程」を制定し、またコンプライアンス推進の具体的な実
践計画として、「コンプライアンス・プログラム」を毎年度策定しています。本部には、コンプライアンス委員会や統括
部署を設置し、各部店にはコンプライアンス責任者を任命するとともに、内部監査部門による業務全般にわたる検
証を行っています。
　コンプライアンス・マニュアルを全役職員に配付し、勉強会や研修会を繰り返し実施するなど、コンプライアンス
に対する意識の浸透・定着を図っています。
　経営の透明性と健全性保持のため、常勤監事等による監査を日常的に実施しています。員外監事制度を取り入れ
ているほか、外部監査法人である「有限責任あずさ監査法人」の厳正な監査を受けるなど、監査体制を強化していま
す。たえず顧問弁護士とも連携をとり、法令等遵守精神の一層の徹底を進めています。
　また、「個人情報保護宣言（プライバシーポリシー）」を定め、役職員への教育を行うとともに、組織的安全管理措置
を講じています。

法令等遵守方針
１．信用金庫のもつ社会的責任と公共的使命を常に自覚し、責任ある健全な業務運営の遂行に努めます。
２．あらゆる法令やルールを厳格に遵守し、社会的規範に決してもとることのない、誠実かつ公正な業務運営
を行います。

３．法令等遵守を徹底することが、社会からの信頼を揺るぎないものとするうえでの当然の基本原則であると
とらえ、役職員一人ひとりが、日々の業務運営の中で着実に実践していきます。

４．法令等遵守の着実な実践を確保するため、内部管理基本方針に則った適切な内部管理態勢を確立し、自立
と自覚に支えられた風通しの良い組織風土を築き上げます。

５．経営者は、法令等遵守の徹底を自らの責務と自覚し、危機の発生を未然に防止する態勢を整備します。
６．問題となる行為等が発見・指摘された場合には、事実の隠蔽や解決の遅延がリスクの拡大に直結すること
を強く認識し、経営者自らの責任において、実態解明と原因究明を行い、迅速な問題解決と徹底した再発
防止に努めます。

７．お客さま情報の取り扱いには細心の注意を払い、情報漏洩等の防止に向けた安全管理体制を構築します。
８．物品・サービスの購入、システムの発注等にあたっては、公正な市場ルールと適正な商習慣に従って誠実に
取引を行います。

９．行政とは健全かつ正常な関係を構築・維持し、公務員等に対し、不当な利益等の取得を目的として贈答や
接待は行いません。

10．社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力は、これを断固として排除します。
11．日頃から適切な事務処理に徹し、お客さまとの意志疎通を十分に図り、トラブル等の未然防止に努めます。

反社会的勢力に対する基本方針
　当金庫は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対し、断固たる態度で関係を遮断するため、以
下のとおり「反社会的勢力に対する基本方針」を定め、これを遵守します。

１．反社会的勢力との関係を遮断し、不当要求に対しては断固としてこれを拒絶します。
２．反社会的勢力による不当要求に対しては、役職員の安全を確保しつつ組織として対応します。
３．反社会的勢力に対しては、資金提供、不適切・異例な取引および便宜供与は行いません。
４．反社会的勢力による不当要求に備えて、平素から警察、弁護士などの外部の専門機関と緊密な連携関係を
構築します。

５．反社会的勢力による不当要求に対しては、民事と刑事の両面から法的対抗措置を講じる等、断固たる態度で
対応します。
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総代会制度について

総代とその選任方法

総代会等に関する情報開示

　信用金庫は、会員同士の「相互信頼」と「互恵」の精神を基本理念
に、会員一人ひとりの意見を最大の価値とする協同組織金融機関で
す。したがって、会員は出資口数に関係なく、一人一票の議決権を持
ち、総会を通じて当金庫の経営に参加することとなります。しかし、
当金庫では、会員数がたいへん多く、総会の開催は事実上不可能で
す。そこで、当金庫では、会員の総意を適正に反映し、充実した審議
を確保するため、総会に代えて総代会制度を採用しております。
　この総代会は、決算、取扱業務の決定、理事・監事の選任等の重要
事項を決議する最高意思決定機関です。したがって、総代会は、総
会と同様に、会員一人ひとりの意見が当金庫の経営に反映されるよ
う、会員の中から適正な手続きにより選任された総代により運営さ
れます。
　また、当金庫では、総代会に限定することなく、日常の事業活動を
通じて、総代や会員とのコミュニケーションを大切にし、さまざまな
経営改善に取り組んでおります。

１．総代の任期・定数
・総代の任期は３年です。
・総代の定数は120人以上150人以内で、会員数に応じて選任区域ごとに定められ

ております。なお、平成29年３月末現在の総代数は119人で、会員数は58,137人
です。

２．総代の選任方法
総代は、会員の代表として、会員の総意を当金庫の経営に反映する重要な役割を
担っております。そこで総代の選考は、総代候補者選考基準に基づき、次の３つの
手続きを経て選任されます。

（1）総代会の決議により、会員の中から総代候補者選考委員を選任する。
（2）選考委員会を開催のうえ、総代候補者選考委員が総代候補者を選考する。
（3）上記（2）により選考された総代候補者を会員が信任する（異議があれば申し立

てる）。

総代会は、会員一人ひとりの意見を
適正に反映するための開かれた制度です

会 員

総代会

選考委員

総代
候補者

総代

① 総代会の決議により、会員の中から選
考委員を選任する

② 選考委員会を開催のうえ、選考基準に
基づき、選考委員が総代候補者を選考
する

③ 総代候補者氏名を店頭掲示し、所定の
手続きを経て、会員の代表として総代
を委嘱

会員の総意を適正に反映するための制度

決算に関する事項、理事・監事の選任等重
要事項の決定

※ 総代候補者選考基準
① 資格要件

・当金庫の会員であること
・就任時点で満80歳を超

えていない方
② 適格要件

・総代としてふさわしい見
識を有している方

・良識を持って正しい判断
ができる方

・人格に優れ、金庫の理念、
使命を十分理解している
方

・その他、総代選考委員が
適格と認めた方

a、bいづれかを選択

地区を３区の選任区域に分け、選任区域ごとに総代の定数を定める

総代会の決議により、選任区域ごとに会員のうちから選考委員を委嘱

選考委員が総代候補者を選考

①総代候補者選考委員の選任

②総代候補者の選考

総代が選任されるまでの手続きについて

選考委員の氏名を店頭に掲示

理事長に報告

理事長は総代を委嘱 総代の氏名を店頭に１週間以上掲示

会員から異議がない場合または、選任区域の会員数の
1/3未満の会員から異議の申し出があった総代候補者

選任区域の会員数の1/3以上の会員から
異議の申し出があった総代候補者

③総代の選任

左記掲示について北海道新聞に公告

異議申出期間(公告後２週間以内)

総代候補者の氏名を、１週間以上店頭掲示

当該総代候補者が選任区域の総代定数の1/2未満当該総代候補者が選任区域の総代定数の1/2以上

b.再選考を行わず欠員a.ほかの総代候補者を選考(氏名を店頭に掲示)

※ 総代候補者の選考にあたり、必要と考えられる情報を総代候補者選考委員へ報告する体制を整備しております。
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第81回通常総代会の決議事項

総代の氏名

第81回通常総代会（平成29年６月８日開催）において、次の事項が決議されました。
１．報告事項

・定款中一部変更および実行の件
・第104期（平成28年度）業務報告、貸借対照表ならびに損益計算書報告の件
・総代の定年制導入の件
・出資証券の不発行の件

２．付議事項
・第104期（平成28年度）剰余金処分案承認の件
・総代候補者選考委員11名選任の件
・会員除名の件

３．協議事項
・第105期（平成29年度）事業計画の件

(敬称略、順不同　氏名の後の数字は総代への就任回数）

選任区 定数
（現総代数） 氏　名

１区
（旭川地区）

102
（100）

秋島　和彦⑩　　　秋山　一司①　　　安住　英也⑥　　　荒井　保明⑤　　　荒尾　孝司⑥
荒木　路一⑧　　　石野　正勝⑩　　　石山　　実②　　　猪股　　武①　　　今井　茂治④
江口　　武②　　　大藏　業立⑫　　　大隅　卓也⑥　　　太田久美子⑪　　　大谷　弘一⑧
大谷　　博⑦　　　大沼　克己⑤　　　岡田　佑一⑤　　　尾暮　敏雄②　　　落合　博志⑤
表　　　豊⑨　　　賀集　一正⑦　　　柏葉　健一②　　　加藤　範幸④　　　金谷　和文⑦
川島　崇則④　　　川村　純一①　　　岸井　康祐③　　　窪田明規夫④　　　後藤　諭一①
小山　重芳④　　　今野　克美⑩　　　坂下　光博④　　　佐々木徹雄⑤　　　佐々木　勝⑥
佐々木通彦①　　　佐藤　欽治⑨　　　佐藤　繁男⑨　　　佐野　博昭⑧　　　塩野谷恒也⑥
柴田　　貢①　　　新川喜三郎⑩　　　進藤　恭司④　　　新谷龍一郎⑤　　　菅原　　昭⑩
鈴木　　宏⑤　　　関口　浩樹⑨　　　惣田　敏也①　　　高　喜久雄①　　　髙嶋　　彰⑩
髙橋　興志⑦　　　髙橋　徳松①　　　髙橋　敏雄⑥　　　髙橋　秀樹⑨　　　髙橋　仁美②
髙畠　嘉信⑤　　　武田　政則⑤　　　谷脇　秀髙⑥　　　田村禎三郎②　　　千葉　健夫⑨
土井　昭男⑥　　　富居　誠吉⑥　　　中川　竹志⑥　　　中里　幸生①　　　中田　光彦①
中村　彰利⑧　　　濁沼　一三⑥　　　西　　康子①　　　西館　勝友⑦　　　西山　陽一⑤　　
新田三千明⑦　　　野村　幸生④　　　長谷川敦彦②　　　畠山　五郎⑨　　　濱塚　隆志⑥　　
藤井　　誠⑥　　　藤田　哲也①　　　堀水　　享⑧　　　松井　正彦⑭　　　三浦　邦昭⑤　　
美浪　晃一⑦　　　宮田　晃彦①　　　六車　　亮⑤　　　武蔵　弘毅②　　　村本　　洋⑥　　
森川　時夫④　　　盛永　喜之①　　　矢澤　勝己①　　　安井　克之⑦　　　安田　盛雄④　　
山内　一頼①　　　山口　　勇⑩　　　山﨑　與吉⑥　　　山下　裕久⑤　　　山中　好弘⑩　　
山本　淳一②　　　湯浅　義弘⑨　　　吉田　　裕⑦　　　六車　能久⑧　　　渡部　武一⑪

２区
（富良野地区）

10
（９）

浅田　正俊⑥　　　荒木　　毅⑥　　　金子　隆一⑥　　　黄田　　稔⑥　　　久保　儀之⑥
栗山　卓也①　　　齊藤　亮三④　　　永井　敏広①　　　仲世古善雄⑥

３区
（札幌地区）

10
（10）

大沼　輝臣③　　　記田　正三⑤　　　工藤　武久③　　　堂前　元良③　　　永濵　芳久⑦
中村　安雄③　　　橋本　昭夫④　　　村上　幸三②　　　師尾　　仁④　　　山仲　啓雅①

（平成29年６月８日現在）

＜総代の属性別構成比＞

職業別 法人役員 92.4％、個人事業主 4.2％、個人 3.3％

年代別 80代 19.3％、70代 36.1％、60代 25.2％、50代 19.3％

業種別
農業･林業･漁業 0.8％、建設業 28.6％、製造業 13.0％、電気･ガス･熱供給･水道業 0.8％、運輸業･郵便業 2.6％、
卸売業 11.3％、小売業 13.9％、金融業･保険業 1.7％、不動産業 2.6％、サービス業 15.6％、宿泊業 1.7％、
飲食業 1.7％、娯楽業 0.8％、医療･福祉 4.3％

※ 業種別の構成比は、法人・法人代表者、個人事業主に限ります。
※ 構成比の単位未満は、切り捨てています。

4848484848484848
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トピックス
　２０１６／０４
●新入職員入庫式
26名の新しい仲間を迎えました。

●新中期経営計画「ＢＲＥＡＫ ＴＨＲＯＵＧＨ １（三ヵ年計画）」がスタート
当金庫がめざす姿を「スモール・エクセレント・バンク」として掲げ、
地元を元気にする使命を果たしてまいります。

●女性活躍推進法に基づく「一般事業主行動計画」の策定
女性の活躍推進の取り組みを推進しています。また、出産を希望
する女性職員が安心して出産・子育てを経て職場復帰ができるよ
う、職場環境の整備を進めています。

●平成28年度「マイスター」の任命
●金融円滑化に向けた取り組み状況の開示
●ＡＳＫ調査レポート2016春号の発行

　２０１６／０５
●ＡＴＭでの通帳振込の取り扱い開始
●地域密着型金融の取り組み状況の開示
平成27年度の実績および平成28年度の取り組み方針を公表しま
した。

●｢花いっぱい運動」の実施

　２０１６／０６
●｢第80回 通常総代会」の開催
６月８日、当金庫本店において第80回通常総代会を開催し、平成
27年度決算の承認と同剰余金処分案、定款一部変更、役員の選
任等を議了しました。

●｢ＡＳＫ会」の開催
本支店のＡＳＫ会の会員さまにお集まりいただき、当金庫の経営内
容をご説明するとともに、交流を図っています。

●ディスクロージャー誌「2016旭川信用金庫の現況」の発行
●クールビズの実施
地球温暖化対策の取り組みの一環として「クールビズ」を実施し、
電気・ガスの使用量削減に取り組んでいます。

●本店一条出張所の廃止
６月30日をもって本店一条出張所を廃止し、駅前支店へ統合しま
した。

　２０１６／０７
●ミニディスクロージャー誌の発行
●ＡＳＫ調査レポート2016夏号の発行
●当麻支店の新築移転
●｢第２回 ホームカミングデー」の開催
当金庫ＯＢ・ＯＧの皆さまの交流を深めることを目的にホームカミ
ングデーを開催しました。

入庫式

旭川しんきんＡＳＫ会

当麻支店の新築移転

ホームカミングデー

4949494949494949
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　２０１６／０８
●｢旭川しんきん キッズマネーアカデミー」の開催
小学５・６年生を対象に、お金の大切さ、金融の知識を深めてもらう
ことを目的に開催しました。

●台風10号被災地への支援
台風10号による大雨で、南富良野町が甚大な被害に見舞われまし
た。南富良野出張所の休日営業や災害ボランティアの派遣などを
行いました。

　２０１６／０９
●インターネットによる住宅ローン事前審査受付の開始
●｢駅マルシェ2016」の開催
●｢第１回旭川しんきん創業アワード」の表彰
地域で活躍する創業者の継続的な支援等を目的として「旭川しん
きん創業アワード」を新設し、第１回目は３事業者を表彰しました。

●｢第７回 旭川しんきんカレンダー絵画募集展」の表彰
●ＡＳＫゆうゆう倶楽部「仁木のぶどう狩りと小樽観光の旅」
●防火・避難訓練の実施

　２０１６／１０
●ＡＳＫゆうゆう倶楽部「十勝川温泉第一ホテルに泊まる十勝の旅」
●ＡＳＫ調査レポート2016秋号の発行

　２０１６／１１
●結婚相談所「Ａ・ＹＥＬＬ（アエール）」の開設
地域貢献の一環として結婚相談所を開設しました。出会いの場を
提供し、人口減少や少子高齢化といった地域の課題に取り組んで
まいります。

●半期ディスクロージャー誌の発行
●｢ウィンドウＬＥＤ電飾」の実施
●東支店南六条出張所の新築移転
●総代懇談会の開催
会員の代表である総代へ当金庫の情報を提供し、当金庫の経営
についてより深くご理解いただくとともに、総代の皆さまのご意
見・ご要望を直接うかがい、経営に反映することを目的として総代
懇談会を開催しました。

　２０１６／１２
●｢第２回 旭川しんきんジョイントコンサート」の開催
地元の中高生の音楽活動を支援し、「音楽のまち旭川」の更なる発
展を応援しています。

●手縫いおむつの寄贈

　２０１７／０１
●｢第３回 ロールプレイング大会」の開催
●ＡＳＫ調査レポート2017冬号の発行

　２０１７／０２
●旭川冬まつり小雪像の制作

　２０１７／０３
●｢第25回 旭川しんきん産業振興奨励賞」の表彰

キッズマネーアカデミー

旭川しんきんカレンダー絵画募集展表彰式

南六条出張所の新築移転

旭川しんきん産業振興奨励賞
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ＡＴＭ（平日・土曜日・日曜日・祝日 稼動） （平成29年5月末現在）

名　称 住　所 振　込 入　金 支　払 稼動時間
現金 カード 通帳 カード 通帳 カード 開始 終了

イオンモール旭川駅前店 旭川市宮下通7丁目 × ○ ○ ○ ○ ○ 8:00 20:00
Ｊ Ｒ 旭 川 駅 店 旭川市宮下通8丁目 × ○ ○ ○ ○ ○ 8:00 20:00
ザ・ビ ッ グ 宮 前 通 店 旭川市宮前1条3丁目 × ○ ○ ○ ○ ○ 8:00 20:00
イ ト ー ヨ ー カ ド ー 店 旭川市6条通14丁目 × ○ ○ ○ ○ ○ 9:00 20:00
コ ー プ さっぽろ東 光 店 旭川市豊岡1条5丁目 × ○ ○ ○ ○ ○ 開店時刻 20:00
イ オ ン 旭 川 永 山 店 旭川市永山3条12丁目 × ○ ○ ○ ○ ○ 9:00 20:00
ス ー パ ー ア ー ク ス
パ ル プ タ ウ ン 店 旭川市パルプ町1条2丁目 × × × × × ○ 9:00 17:00

平日 9:00 19:00
ＭＥＧＡドン・キホーテ旭川店 旭川市春光1条8丁目 × ○ ○ ○ ○ ○ 9:00 20:00
ダ イ イ チ 花 咲 店 旭川市春光1条8丁目 × ○ ○ ○ ○ ○ 9:00 20:00
旭 町 出 張 所 旭川市旭町1条11丁目 × ○ ○ ○ ○ ○ 8:00 20:00
イ オ ン 旭 川 春 光 店 旭川市春光町10 × ○ ○ ○ ○ ○ 9:00 20:00
イオンモー ル 旭 川 西 店 旭川市緑町21丁目 × ○ ○ ○ ○ ○ 9:00 20:00
ウ ェ ス タ ン 川 端 店 旭川市川端町7条10丁目 × ○ ○ ○ ○ ○ 開店時刻 20:00
コープさっぽろツインハープ店 旭川市旭神3条5丁目 × ○ ○ ○ ○ ○ 開店時刻 20:00
ベ ス ト ム 東 神 楽 店 上川郡東神楽町ひじり野南1条5丁目 × ○ ○ ○ ○ ○ 9:00 20:00

札 幌 駅 パ セ オ パセオ ＥＡＳＴ 1Ｆ × × × ○ × ○ 10:00 19:00
平日 10:00 21:00

地 下 鉄 大 通 駅 地下鉄南北線北側改札口 × × × ○ × ○ 9:00 19:00
平日 8:00 21:00

信 金 中 央 金 庫 ビ ル 札幌市中央区北5条西5丁目 × × × ○ × ○ 9:00 17:00
平日 8:45 19:00

若 葉 出 張 所 富良野市若葉町12番5号 × ○ ○ ○ ○ ○ 9:00 17:00
平日 8:45 18:00

営業地区・店舗・ＡＴＭコーナーのご案内
愛別町

比布町鷹栖町
当麻町

上川町深川市 旭川市

東神楽町 東川町

美瑛町

上富良野町
中富良野町

南幌町

富良野市

南富良野町

日高町

占冠村

新十津川町
滝川市

石狩市

赤平市

芦別市
美唄市

三笠市
岩見沢市江別市

北広島市

恵庭市
千歳市

小樽市

札幌市

砂川市歌志内市
上砂川町奈井江町

（平成29年5月末現在）

営業地区（18市16町１村）
上川地区 旭川市・東神楽町・東川町・当麻町・上川町・愛別町・

比布町・鷹栖町・美瑛町・富良野市・上富良野町・
中富良野町・南富良野町・占冠村

空知地区 深川市・滝川市・上砂川町・奈井江町・岩見沢市・美唄市・
三笠市・芦別市・歌志内市・砂川市・赤平市・南幌町・
新十津川町

石狩地区 札幌市・江別市・北広島市・石狩市・千歳市・恵庭市
後志地区 小樽市
日高地区 日高町

店　舗
店　名 所在地 電話番号 自動サービス

コーナー
旭川市内（26店） （0166）

本 店 旭川市4条通8丁目 26-1161 ◎
銀 座 支 店 旭川市3条通14丁目 26-1461 ◎
北 星 支 店 旭川市旭町2条3丁目 51-3107 ◎
神 楽 支 店 旭川市神楽4条4丁目 61-0131 ◎
神楽支店西神楽特別出張所 旭川市西神楽南1条2丁目 75-4281
神 楽 支 店 南 出 張 所 旭川市神楽岡14条3丁目 65-2231 ◎
東 支 店 旭川市4条通19丁目 31-1361 ◎
東 支 店 南 六 条 出 張 所 旭川市南6条通25丁目 31-3611 ◎
末 広 支 店 旭川市末広1条1丁目 51-4186 ◎
末 広 支 店 春 光 出 張 所 旭川市春光4条7丁目 52-7723 ◎
新 旭 川 支 店 旭川市東6条3丁目 24-1251 ◎
西 支 店 旭川市1条通2丁目 22-8331 ◎
東 旭 川 支 店 旭川市東旭川北1条5丁目 36-2121 ◎
豊 岡 支 店 旭川市豊岡4条2丁目 31-1416 ◎
永 山 支 店 旭川市永山3条18丁目 48-2271 ◎
近 文 支 店 旭川市緑町15丁目 51-1421 ◎
駅 前 支 店 旭川市1条通9丁目 22-6131 ◎
神 居 支 店 旭川市神居2条10丁目 61-4663 ◎
東 光 支 店 旭川市東光9条4丁目 31-4191 ◎
あ た ご 支 店 旭川市豊岡8条5丁目 32-1271 ◎
流 通 団 地 支 店 旭川市流通団地2条3丁目 48-5516 ◎
緑 が 丘 支 店 旭川市緑が丘3条3丁目 65-3131 ◎
忠 和 支 店 旭川市忠和5条6丁目 62-4500 ◎
東 光 東 支 店 旭川市東光4条7丁目 34-0232 ◎
末 広 北 支 店 旭川市末広4条4丁目 51-3411 ◎
永 山 南 支 店 旭川市永山7条5丁目 47-5881 ◎

店　名 所在地 電話番号 自動サービス
コーナー

旭川市近郊（5店）
比 布 支 店 上川郡比布町西町2丁目 0166-85-2323
愛 別 支 店 上川郡愛別町字本町179 01658-6-5121
上 川 支 店 上川郡上川町南町1048 01658-2-1878
当 麻 支 店 上川郡当麻町3条東3丁目 0166-84-2322
美 瑛 支 店 上川郡美瑛町本町1丁目 0166-92-2141 ◎

札幌市内（5店） （011）
札 幌 支 店 札幌市中央区南1条西6丁目 271-1131
平 岸 支 店 札幌市豊平区平岸2条12丁目 824-3201
東 北 通 支 店 札幌市白石区栄通7丁目 851-5311
栄 町 支 店 札幌市東区北42条東15丁目 751-9511
琴 似 支 店 札幌市西区琴似2条2丁目 614-6541

富良野市・近郊（5店） （0167）
富 良 野 支 店 富良野市日の出町10番2号 23-6551 ◎
富良野支店南富良野出張所 空知郡南富良野町字幾寅 52-2651
富良野支店占冠出張所 勇払郡占冠村字占冠中央 56-2321
上 富 良 野 支 店 空知郡上富良野町中町2丁目 45-3141 ◎
中 富 良 野 支 店 空知郡中富良野町本町9番1号 44-2111

（注）【自動サービスコーナー】
◎は、土曜日・日曜日・祝日稼動店です。
旭川市内の店舗では朝８時から夜８時までご利用いただけ
ます。

は、他金融機関との共同設置稼動店です。時間内は無料ですが、時間外手数料は他幹事金融機関の定めによります。
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ＡＴＭ（平日稼動） （平成29年5月末現在）

名　称 住　所 振　込 入　金 支　払 稼動時間
現金 カード 通帳 カード 通帳 カード 開始 終了

旭 川 市 役 所 旭川市6条通9丁目 × ○ ○ ○ ○ ○ 9:00 18:00
市 役 所 第 2 庁 舎 旭川市7条通10丁目 × ○ ○ ○ ○ ○ 9:00 18:00
旭 川 市 水 道 局 旭川市上常盤町1丁目 × ○ ○ ○ ○ ○ 9:00 18:00
陸上自衛隊旭川駐屯地（南側） 旭川市春光町 × ○ ○ ○ ○ ○ 9:00 18:00
陸上自衛隊旭川駐屯地（北側） 旭川市春光町 × × × × × ○ 9:00 18:00
市 立 旭 川 病 院 旭川市金星町1丁目 × × × × × ○ 9:00 18:00
旭 川 医 大 出 張 所 旭川市緑が丘東2条1丁目 × ○ ○ ○ ○ ○ 9:00 18:00
富 良 野 市 役 所 富良野市弥生町1番1号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 9:00 17:00
自衛隊上富良野駐屯地 空知郡上富良野町南町4丁目 × ○ ○ ○ ○ ○ 9:00 18:00
山 部 出 張 所 富良野市山部中町1番15号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 8:45 18:00
美 瑛 町 役 場 上川郡美瑛町本町4丁目 × × × × × ○ 9:00 16:30

旭川市内店舗（神楽支店西神楽特別出張所を除く）の
窓口営業時間は午後４時までです。

当金庫のカード、通帳をご利用の場合、時間外手数料が無料となります。ただし　は他金融機関との共同
設置稼動店のため、時間外手数料は無料となりません。

は、他金融機関との共同設置稼動店です。時間内は無料ですが、時間外手数料は他幹事金融機関の定めによります。

ちかぶみ

ながやま
末広北支店

末広支店春光出張所

末広支店

新旭川支店

銀座支店 あたご支店

豊岡支店

東光支店

緑が丘支店

東光東支店

東支店

北星支店

石狩川

流通団地支店

永山支店

永山南支店

東旭川支店

みなみながやま

ひがしあさひかわしんあさひかわ

あさひかわ

かぐらおか

みどりがおか

にしごりょう

にしみずほ

にしかぐら

近文支店

忠和支店

拡大図参照

神居支店

神楽支店

あさひかわよじょう

東支店南六条出張所

神楽支店南出張所

神楽支店西神楽特別出張所

旭川市内
店舗位置図

常磐公園

7条緑道

4条通

1条通

旭川駅

昭
和
通

緑
橋
通

西支店

本　店

駅前支店

平
和
通
買
物
公
園

宮下通

旭川市内
中心部拡大図
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沿革
大正 ３年 ４月 有限責任旭川信用組合設立
昭和18年 ８月 市街地信用組合に改組、有限責任を削除し、旭川信用組合と改称
昭和23年12月 預金量１億円突破
昭和25年 ４月 中小企業等協同組合法による信用組合に改組
昭和26年10月 旭川信用金庫に改組
昭和28年10月 創立40年、本店新築落成
昭和29年12月 預金量10億円突破
昭和32年 ４月 道内信金初の本部制度実施
昭和38年12月 預金量100億円突破
昭和41年12月 日銀との当座勘定取引開始（東北・北海道の信金で初めて）
昭和43年 １月 預金量市内金融機関中トップに立つ

４月 電子計算機稼動開始
昭和44年10月 新本店完成（現本店）
昭和51年 ６月 預金量1,000億円突破、札幌支店開設
昭和52年 ３月 道内信金初の店外ＣＤ設置（長崎屋旭川店）
昭和56年10月 自営オンラインスタート
昭和57年 ５月 ㈱旭信ビジネスサービス設立

11月 預金量2,000億円突破
昭和59年11月 (財)旭川しんきん産業情報センター設立
昭和60年 ５月 札幌支店新築移転（現店舗）
平成 ２年12月 預金量3,000億円突破
平成 ３年 ４月 ｢新経営理念」制定
平成 ４年10月 ｢旭川しんきん産業振興奨励賞」創設
平成 ７年 ７月 ｢ＡＳＫ調査レポート」創刊、年４回発行
平成 ８年 ６月 第１回「旭川しんきんＡＳＫ会」開催
平成 ９年 ４月 ＡＳＫネット全店稼動開始
平成10年 ６月 会計監査人（現有限責任あずさ監査法人）選任

９月 ｢旭川市指定金融機関」の指定を受ける
平成11年12月 預金量5,000億円突破
平成14年 １月 富良野信用金庫と合併

５月 住宅ローンセンターオープン
平成15年 １月 新オンラインシステム稼動
平成16年 ２月 旭川医大、独立行政法人後の「指定金融機関」となる
平成17年 ９月 営業店窓口営業時間の延長（午後４時まで）
平成19年 ６月 ＡＴＭ時間外利用手数料の完全無料化開始
平成20年 ３月 地域貢献室を設置
平成22年 ８月 ｢ホスピタリティ・ウェイ」発刊
平成23年11月 新顧客組織「ＡＳＫゆうゆう倶楽部」発足
平成24年 ３月 ｢地域振興部」を新設
平成26年 ４月 創立100周年

10月 文書管理センター完成
平成27年 ４月 文書管理システムの導入

４月 ロゴデザインの一部変更
９月 預金平残8,000億円突破

平成28年 １月 100周年を記念し後藤純男画伯の塔映三部作「雪」「月」「花」を購入
４月 新中期計画「ＢＲＥＡＫ ＴＨＲＯＵＧＨ １」スタート
７月 当麻支店の新築移転
８月 台風10号被災地への支援
９月 ｢第１回 旭川しんきん創業アワード」表彰式
11月 結婚相談所「Ａ･ＹＥＬＬ（アエール）」を開設
11月 東支店南六条出張所の新築移転

大正

昭和

平成

旧本店外観

富良野信用金庫との合併

創立100周年記念式典

第１回旭川しんきん創業アワード

結婚相談所「Ａ･ＹＥＬＬ」
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単体における事業年度の開示事項
１．自己資本調達手段の概要

３．定量的な開示事項

２．自己資本の構成に関する開示事項

発行主体 旭川信用金庫
資本調達手段の種類 普通出資
コア資本に係る基礎項目の額に算入された額 2,484百万円

　当金庫の自己資本の調達は、地域のお客さまからお預かりしている出資金によっております。また、自己資本は、この出資金と、
過去の利益から積み立てた内部留保等で構成されています。
　なお、当金庫の自己資本調達手段の概要は次のとおりです。

　当金庫は、これまで、内部留保による資本の積み上げ等を行うことにより自己資本を充実させ、経営の健全性・安全性を充分
保っていると評価しております。なお、将来の自己資本の充実策については、年度ごとに掲げる収支計画に基づいた業務推進を
通じ、そこから得られる利益による資本の積み上げを第一義的な施策として考えております。

　本誌36ページをご参照ください。

（1） 自己資本の充実度に関する事項 （単位：百万円）
平成27年度 平成28年度

リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額
イ．信用リスク・アセット、所要自己資本の額の合計 260,772 10,430 269,612 10,784
　①標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー 277,191 11,087 283,862 11,354

現金 − − − −
我が国の中央政府及び中央銀行向け − − − −
外国の中央政府及び中央銀行向け − − − −
国際決済銀行等向け − − − −
我が国の地方公共団体向け − − − −
外国の中央政府等以外の公共部門向け 57 2 257 10
国際開発銀行向け 3 0 − −
地方公共団体金融機構向け 39 1 239 9
我が国の政府関係機関向け 41 1 40 1
地方三公社向け − − − −
金融機関及び第一種金融商品取引業者向け 48,464 1,938 54,342 2,173
法人等向け 62,054 2,482 59,799 2,391
中小企業等向け及び個人向け 69,958 2,798 72,007 2,880
抵当権付住宅ローン 18,202 728 16,380 655
不動産取得等事業向け 20,009 800 22,080 883
３ヵ月以上延滞等 944 37 807 32
取立未済手形 18 0 16 0
信用保証協会等による保証付 3,309 132 3,585 143
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付 − − − −
出資等 5,018 200 5,370 214

出資等のエクスポージャー 5,018 200 5,370 214
重要な出資のエクスポージャー − − − −

上記以外 49,068 1,962 48,932 1,957
他の金融機関等の対象資本調達手段のうち対象普通出資等に該当するもの以外のものに係るエクスポージャー 34,275 1,371 34,482 1,379
信用金庫連合会の対象普通出資等であってコア資本に係る調整項目の額に算入されなかった部分に係るエクスポージャー 4,728 189 4,728 189
特定項目のうち調整項目に算入されない部分に係るエクスポージャー 3,670 146 3,200 128
上記以外のエクスポージャー 6,395 255 6,520 260

　②証券化エクスポージャー 2,195 87 1,068 42
証券化（オリジネーター） − − − −

（うち再証券化） − − − −
証券化（オリジネーター以外） 2,195 87 1,068 42

（うち再証券化） − − − −
　③複数の資産を裏付とする資産（所謂ファンド）のうち、個々の資産の把握が困難な資産 − − − −
　④経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額 255 10 212 8
　⑤他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額 △ 19,065 △ 762 △ 15,765 △ 630
　⑥ＣＶＡリスク相当額を８％で除して得た額 193 7 233 9
　⑦中央清算機関関連エクスポージャー 1 0 1 0
ロ．オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８％で除して得た額 17,567 702 17,098 683
ハ．単体総所要自己資本額(イ＋ロ) 278,339 11,133 286,711 11,468
（注）1.所要自己資本の額＝リスク・アセット×4％

2.「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）ならびにオフ・バランス取引および派生商品取引の与信相当額等のことです。
3.「3ヵ月以上延滞等」とは、元本または利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャーおよび「我が国の中央政府及び中央銀行向け」から
「法人等向け」（「国際決済銀行等向け」を除く）においてリスク・ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。
4.当金庫は、基礎的手法によりオペレーショナル・リスク相当額を算定しております。
＜オペレーショナル・リスク相当額（基礎的手法）の算定方法＞
粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）×15％
直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数
5.単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×4％

676767676767676767
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(2) 信用リスクに関する事項(証券化エクスポージャーを除く)
　信用リスクとは、取引先の倒産や財務状況の悪化などにより、当金庫が損失を被るリスクをいいます。当金庫では、信用リスクを
当金庫が管理すべき最重要のリスクであるとの認識のもと、「信用リスク管理規程」を制定し、信用リスクを確実に認識する管理態
勢を構築しています。
　信用リスクの評価につきましては、当金庫では、信用格付制度を導入しております。また、信用リスクの軽量化を進めております。
　一連の信用リスク管理の状況については、リスク管理委員会で協議検討し、理事長へ報告するとともに、必要に応じて理事会に諮
る態勢を整備しております。
　貸倒引当金は、「償却および引当金計上に関する規程」に基づき、自己査定における債務者区分ごとに計算された貸倒実績率を
基に算定するとともに、その結果については監査法人の監査を受けるなど、適正な計上に努めております。	
＜リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関＞
リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は以下の４つの機関を採用しております。
なお、エクスポージャーの種類ごとに適格格付機関の使い分けは行っておりません。
　・Ｓ＆Ｐ　　・Ｍｏｏｄｙ’ｓ　　・ＪＣＲ　　・Ｒ＆Ｉ

① 信用リスクに関するエクスポージャーおよび主な種類別の期末残高
〈地域別・業種別・残存期間別〉 （単位：百万円）

エクスポージャー区分 信用リスクエクスポージャー期末残高
３ヵ月以上延滞
エクスポージャー貸出金、コミットメント及び

その他のデリバティブ以外の
オフ・バランス取引

債　券 デリバティブ取引
地域区分
業種区分
期間区分 平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度
国内 843,820 864,019 309,092 304,296 280,369 263,969 628 799 1,526 1,190
国外 18,013 13,868 64 62 17,949 13,806 − − − −
地域別合計 861,834 877,887 309,156 304,358 298,318 277,776 628 799 1,526 1,190
製造業 17,119 15,366 10,124 9,396 5,993 5,075 − − 80 85
農業、林業 1,276 1,371 1,276 1,371 − − − − 5 0
漁業 − − − − − − − − − −
鉱業、採石業、砂利採取業 419 261 419 261 − − − − 0 0
建設業 20,898 18,928 20,735 18,865 100 − − − 113 76
電気・ガス・熱供給・水道業 804 730 101 78 600 600 − − − −
情報通信業 1,011 1,048 989 1,026 − − − − 0 −
運輸業、郵便業 9,040 9,686 4,829 4,961 4,206 4,719 − − 0 0
卸売業、小売業 19,771 19,519 18,105 18,254 1,502 1,101 − − 229 217
金融業、保険業 279,948 318,770 11,888 11,119 61,390 58,245 − − − −
不動産業 41,927 43,783 41,826 43,656 − 24 − − 510 418
物品賃貸業 2,782 2,344 1,780 1,843 1,002 500 − − 0 0
学術研究、専門・技術サービス業 2,298 2,331 2,298 2,331 − − − − 1 0
宿泊業 1,896 1,599 1,896 1,599 − − − − 56 53
飲食業 1,937 1,998 1,937 1,998 − − − − 3 3
生活関連サービス業、娯楽業 4,135 3,378 4,132 3,375 − − − − 275 0
教育、学習支援業 295 272 295 272 − − − − − −
医療、福祉 13,923 13,783 13,923 13,783 − − − − 56 95
その他のサービス 9,994 9,544 9,632 9,182 300 300 − − 10 9
国・地方公共団体等 253,515 237,585 30,292 30,377 223,223 207,208 − − − −
個人 132,640 130,550 132,640 130,550 − − − − 182 229
その他 46,194 45,030 28 51 − − 628 799 − −
業種別合計 861,834 877,887 309,156 304,358 298,318 277,776 628 799 1,526 1,190
１年以下 164,653 152,663 51,710 47,467 28,111 20,763 74 151
１年超３年以下 173,588 232,457 55,611 58,307 44,375 52,210 − 143
３年超５年以下 124,528 157,913 40,316 39,060 78,290 115,666 298 57
５年超７年以下 132,107 86,463 30,171 29,034 101,439 56,906 − 24
７年超10年以下 102,770 72,162 33,805 33,725 39,672 23,921 211 362
10年超 75,264 84,169 73,419 74,151 1,128 2,018 4 −
期間の定めのないもの 88,920 92,056 24,120 22,612 5,300 6,289 39 60
残存期間別合計 861,834 877,887 309,156 304,358 298,318 277,776 628 799
（注）1.オフ・バランス取引は、デリバティブ取引を除く。

2.「3ヵ月以上延滞エクスポージャー」とは、元本または利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャーのことです。
3.上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部または一部を把握することが困難な投資信託等および業種区分に分類することが困難なエクスポージャーです。
4.CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
5.業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。
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③ 業種別の個別貸倒引当金および貸出金償却の額等 ( 単位：百万円 )

個別貸倒引当金
貸出金償却

当期増加額 当期減少額 期末残高
平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度

国内 4,212 4,817 4,340 4,212 4,212 4,817 ― ―

国外 ― ― ― ― ― ― ― ―

地域別合計 4,212 4,817 4,340 4,212 4,212 4,817 ― ―

製造業 390 384 418 390 390 384 ― ―

農業、林業 5 5 16 5 5 5 ― ―

漁業 ― ― ― ― ― ― ― ―

鉱業、採石業、砂利採取業 6 6 6 6 6 6 ― ―

建設業 195 925 245 195 195 925 ― ―

電気・ガス・熱供給・水道業 7 5 ― 7 7 5 ― ―

情報通信業 6 0 4 6 6 0 ― ―

運輸業、郵便業 7 6 8 7 7 6 ― ―

卸売業、小売業 556 296 556 556 556 296 ― ―

金融業、保険業 3 3 184 3 3 3 ― ―

不動産業 912 905 854 912 912 905 ― ―

物品賃貸業 0 0 0 0 0 0 ― ―

学術研究、専門・技術サービス業 1 6 ― 1 1 6 ― ―

宿泊業 535 450 457 535 535 450 ― ―

飲食業 56 64 72 56 56 64 ― ―

生活関連サービス業、娯楽業 83 72 84 83 83 72 ― ―

教育、学習支援業 16 15 17 16 16 15 ― ―

医療、福祉 747 1,050 724 747 747 1,050 ― ―

その他のサービス 148 94 48 148 148 94 ― ―

国・地方公共団体等 ― ― ― ― ― ― ― ―

個人 529 522 640 529 529 522 ― ―

合　計 4,212 4,817 4,340 4,212 4,212 4,817 ― ―

（注）業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

④ リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等
( 単位：百万円 )

告示で定める
リスク・ウェイト区分(％)

エクスポージャーの額
平成27年度 平成28年度

格付適用有り 格付適用無し 格付適用有り 格付適用無し
０％ 1,001 312,490 1,501 300,606

１０％ ― 20,541 ― 21,595

２０％ 50,326 193,759 46,990 226,769

３５％ ― 53,846 ― 48,470

５０％ 9,820 11,829 9,379 14,477

７５％ ― 94,864 ― 95,098

１００％ ― 109,765 ― 108,139

１５０％ ― 3,122 ― 109

２００％ ― ― ― 2,113

２５０％ ― 466 ― 2,589

１，２５０％ ― ― ― ―

合　　計 61,148 800,685 57,871 819,969

② 一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高および期中の増減額
　「貸倒引当金の内訳」については、64ページに記載しております。

（注）1.格付は適格格付機関が付与しているものに限ります。
　　2.エクスポージャーは信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。
　　3.コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入分を除く）、ＣＶＡリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
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（4） 派生商品取引および長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項
　当金庫では、お客さまの外国為替取引に係るリスクヘッジにお応えすること、また、当金庫の市場リスクの適切な管理を行うこ
とを目的に派生商品取引のひとつである為替先物予約取引を行っております。また、市場運用の一環として、派生商品取引を内
包した債券を購入しております。
　このうち、お客さまとの為替先物予約取引につきましては、総与信取引における保全枠との一体的な管理により与信判断を 
行っており、個別担保による保全や引当は行っておりません。
　派生商品取引を内包している債券の取引におきましては、そのリスクが基本的に受取利息に限定されること、購入時に取引先
の信用力の高いものに限定していることなどの理由から、債券自体のリスク管理以外については特段の管理は行っておりませ
ん。
　また、長期決済期間取引については、該当ありません。

（5） 証券化エクスポージャーに関する事項

（3） 信用リスク削減手法に関する事項
　当金庫では、リスク管理の観点から、取引先の倒産や財務状況の悪化などにより受ける損失（信用リスク）を軽減するために、取
引先によっては、不動産等担保や信用保証協会保証による保全措置を講じております。ただし、これはあくまでも補完的措置であ
り、資金使途、返済原資、財務内容、事業環境、経営者の資質など、さまざまな角度から判断を行っております。
　また、判断の結果、担保または保証が必要な場合には、お客さまへの充分な説明とご理解の上でご契約いただく等、適切な取
り扱いに努めております。
　バーゼルⅢにおける信用リスク削減手法として、当金庫が扱う主要な担保には、預金積金や上場株式等があり、担保に関する
手続きについては、当金庫が定める「担保事務取扱方法」等により、適切な事務取り扱いならびに適正な評価・管理を行っており
ます。
　一方、当金庫が扱う主要な保証には、政府保証と同様の信用度を持つ北海道信用保証協会、適格格付機関から高格付を付与
されたしんきん保証基金等があります。
　また、お客さまが期限の利益を失われた場合には、全ての与信取引の範囲において、預金相殺等をする場合がありますが、当
金庫が定める事務基準等により、適切な取り扱いに努めております。
　なお、信用リスク削減手法の適用に伴う信用リスクの集中に関しては、特に業種やエクスポージャーの種類に偏ることなく分散
されております。

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー ( 単位：百万円 )

信用リスク削減手法 適格金融資産担保 保　　証 クレジット・デリバティブ

ポートフォリオ 平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度
信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー 6,405 5,979 44,228 43,684 ― ―

（注）当金庫は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。

① リスク管理の方針および手続きの概要

② 証券化エクスポージャーについて、信用リスク・アセットの額の算出に使用する方式の名称

③ 証券化取引に関する会計方針

④ 証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関の名称

　当該取引にかかる会計処理については、当金庫が定める「有価証券会計処理基準」および日本公認会計士協会の「金
融商品会計に関する実務指針」に従った、適正な処理を行っております。
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（単位：百万円）

平成27年度 平成28年度
オンバランス取引 オフバランス取引 オンバランス取引 オフバランス取引

証券化エクスポージャーの額 4,977 − 2,341 −
(ⅰ)カードローン − − − −
(ⅱ)住宅ローン 477 − 341 −
(ⅲ)自動車ローン − − − −
(ⅳ)その他 4,500 − 1,999 −

　b．再証券化エクスポージャー
該当するものはありません。

ア．オリジネーターの場合（信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャー
に関する事項）
該当するものはありません。

イ．投資家の場合（信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関す
る事項）

（ア）保有する証券化エクスポージャーの額および主な原資産の種類別の内訳
　a．証券化エクスポージャー（再証券化エクスポージャーを除く）

（ウ）保有する再証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法の適用の有無
信用リスク削減手法の適用はありません。

（イ）保有する証券化エクスポージャーの適切な数のリスク・ウェイトの区分ごとの残高および所要自己資本の額等
　a．証券化エクスポージャー（再証券化エクスポージャーを除く） （単位：百万円）

告示で定める
リスク・ウェイト区分(％)

エクスポージャー残高 所要自己資本の額
平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度

オンバランス
取引

オフバランス
取引

オンバランス
取引

オフバランス
取引

オンバランス
取引

オフバランス
取引

オンバランス
取引

オフバランス
取引

２０％ 977 − 341 − 7 − 2 −
５０％ 4,000 − 1,999 − 80 − 39 −
１００％ − − − − − − − −
３５０％ − − − − − − − −

１，２５０％ − − − − − − − −
(ⅰ)カードローン − − − − − − − −
(ⅱ)住宅ローン − − − − − − − −
(ⅲ)自動車ローン − − − − − − − −
(ⅳ)その他 − − − − − − − −

合　計 4,977 − 2,341 − 87 − 42 −
（注）1.所要自己資本の額＝エクスポージャー残高×リスク・ウェイト×4％
　   2.「1,250％」欄の（ⅰ）～（ⅳ）は、当該額に係る主な原資産の種類別の内訳です。

　b．再証券化エクスポージャー
該当するものはありません。
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④ 貸借対照表および損益計算書で認識されない評価損益の額
該当するものはありません。

（6） 出資等エクスポージャーに関する事項
　当金庫における出資または株式等エクスポージャーに該当するものは、上場株式、非上場株式、子会社株式、上場優先出資証
券、株式関連投資信託、その他投資事業組合への出資金などが該当します。そのうち、上場株式、上場優先出資証券、株式関連
投資信託にかかるリスクの認識については、時価評価および予想損失額によるリスク計測によって把握するとともに、その運用
状況をALM委員会等に諮り投資継続の是非を協議するなど、適切なリスク管理に努めております。また、株式関連商品への投資
は、基本的には債券投資へのヘッジ資産として位置付けており、ポートフォリオ全体のリスク・バランスに配慮した運用を心がけ
ております。
　なお、当該取引にあたっては、当金庫が定める「市場運用リスク管理規程」に基づき、適正な運用・管理を行っており、会計処理
については、当金庫が定める「有価証券会計処理基準」および日本公認会計士協会の「金融商品会計に関する実務指針」に従っ
た、適正な処理を行っております。

① 貸借対照表計上額および時価等
（単位：百万円）

区　分
平成27年度 平成28年度

貸借対照表計上額 時　価 貸借対照表計上額 時　価
上場株式等 4,682 4,682 5,804 5,804
非上場株式等 4,708 − 4,698 −
合　　計 9,390 4,682 10,503 5,804

（注）1.投資信託のうち、出資等に該当する金額については上場株式等に含めて表示しております。
　   2.非上場株式等については、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の対象とはしておりません。

② 出資等エクスポージャーの売却および償却に伴う損益の額
（単位：百万円）

平成27年度 平成28年度
売却益 213 142
売却損 17 26
償　却 − 0

（注）損益計算書における損益の額を記載しております。

③ 貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額
（単位：百万円）

平成27年度 平成28年度
評価損益 870 1,223
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（7） 金利リスクに関する事項
① リスク管理の方針および手続きの概要

　金利リスクとは、市場金利の変動によって受ける資産価値の変動や、将来の収益性に対する影響を指しますが、当金庫にお
いては、双方ともに定期的な評価・計測を行い、適宜、対応を講じる態勢としております。
　具体的には、一定の金利ショックを想定した場合の銀行勘定の金利リスクや、金利更改を想定した期間損益シミュレーショ
ンによる損益への影響度、さらには新商品等の導入による影響など、証券管理システムやＡＬＭ管理システムにより定期的に
計測を行い、ALM委員会等で協議検討し、資産・負債の最適化に向けたリスク・コントロールに努めております。

② 内部管理上使用した銀行勘定における金利リスクの算出手法の概要
金利リスク算定の前提は、以下の定義に基づいております。

・計測手法　　ＧＰＳ計算方式
・計測対象   　金利感応資産・負債

預金、貸出金、有価証券、預け金、その他の金利・期間を有する資産・負債
・コア預金　  預金者の要求によって随時払い出される要求払預金のうち、引き出されることなく長期間金融機関に滞留する預金

対　　象：流動性預金全般（当座、普通、貯蓄等）
算定方法：①過去5年間の最低残高

②過去5年間の最大年間流出量を現残高から差し引いた残高
③現残高の50％相当額
以上3つのうち最小の額を上限

満　　期：5年以内（平均2.5年）
・金利ショック幅　 99パーセンタイル値または1パーセンタイル値
・リスク計測の頻度    月次

金利リスクに関する事項 ( 単位：百万円）

運用勘定 調達勘定

区　分
金利リスク量

区　分
金利リスク量

平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度
貸出金 838 975 定期性預金 205 188
有価証券等 2,802 2,567 要求性預金 262 283
預け金 346 365 その他 0 0
その他 0 0 調達勘定合計 467 471
運用勘定合計 3,986 3,907

平成27年度 平成28年度
銀行勘定の金利リスク 3,519 3,436
（注）1.銀行勘定における金利リスクとは、金融機関の保有する金利感応資産・負債において、金利ショックにより発生するリスク量を算出したものです。

保有期間1年、最低5年の観測期間で計測される金利変動の99パーセンタイル値または1パーセンタイル値を金利ショック幅として銀行勘定の金利リスクを算出しております。
2.要求払預金の金利リスク量は、普通預金等の額の50％相当額を期間2.5年のコア預金としてリスク量を算定しております。
3.銀行勘定の金利リスクは、運用勘定の金利リスク量と調達勘定の金利リスク量を相殺して算出しております。
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連結における事業年度の開示事項
１．連結の範囲に関する事項
（1）自己資本比率告示第３条の規定により連結自己資本比率を算出する対象となる会社の集団（以下「連結グ

ループ」という。）に属する会社と連結財務諸表規則第５条に基づき連結の範囲（以下「会計連結範囲」とい
う。）に含まれる会社との相違点および当該相違点の生じた原因
相違ありません。

（2）連結グループのうち、連結子会社の数ならびに主要な連結子会社の名称および主要な業務の内容
①連結子会社の数・・・・・・・・・・・・・・・・・１社
②主要な連結子会社の名称・・・・・・・・・株式会社旭信ビジネスサービス
③主要な業務の内容・・・・・・・・・・・・・・・本誌80ページをご参照ください。

（3）自己資本比率告示第７条が適用される金融業務を営む関連法人等の数ならびに当該金融業務を営む関
連法人等の名称、貸借対照表の総資産の額および純資産の額ならびに主要な業務の内容
該当ありません。

（4）連結グループに属する会社であって会計連結範囲に含まれないものおよび連結グループに属しない会社
であって会計連結範囲に含まれるものの名称、貸借対照表の総資産の額および純資産の額ならびに主要
な業務の内容
該当ありません。

（5）連結グループ内の資金および自己資本の移動に係る制限等の概要
該当ありません。

２．自己資本調達手段の概要
本誌67ページをご参照ください（単体と同じ）。

３．自己資本の構成に関する開示事項
本誌79ページをご参照ください。

４．定量的な開示事項
（1）その他金融機関等であって信用金庫の子法人等であるもののうち、規制上の所要自己資

本を下回った会社の名称と所要自己資本を下回った額の総額
該当するものはありません。
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（2） 自己資本の充実度に関する事項 （単位：百万円）

平成27年度 平成28年度
リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

イ．信用リスク・アセット、所要自己資本の額の合計 260,769 10,430 269,605 10,784
　①標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー 277,188 11,087 283,854 11,354

現金 − − − −
我が国の中央政府及び中央銀行向け − − − −
外国の中央政府及び中央銀行向け − − − −
国際決済銀行等向け − − − −
我が国の地方公共団体向け − − − −
外国の中央政府等以外の公共部門向け 57 2 257 10
国際開発銀行向け 3 0 − −
地方公共団体金融機構向け 39 1 239 9
我が国の政府関係機関向け 41 1 40 1
地方三公社向け − − − −
金融機関及び第一種金融商品取引業者向け 48,464 1,938 54,342 2,173
法人等向け 62,054 2,482 59,799 2,391
中小企業等向け及び個人向け 69,958 2,798 72,007 2,880
抵当権付住宅ローン 18,202 728 16,380 655
不動産取得等事業向け 20,009 800 22,080 883
３ヵ月以上延滞等 944 37 807 32
取立未済手形 18 0 16 0
信用保証協会等による保証付 3,309 132 3,585 143
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付 − − − −
出資等 5,008 200 5,360 214

出資等のエクスポージャー 5,008 200 5,360 214
重要な出資のエクスポージャー − − − −

上記以外 49,075 1,963 48,935 1,957
他の金融機関等の対象資本調達手段のうち対象普通出資等に該当するもの以外のものに係るエクスポージャー 34,275 1,371 34,482 1,379
信用金庫連合会の対象普通出資等であってコア資本に係る調整項目の額に算入されなかった部分に係るエクスポージャー 4,728 189 4,728 189
特定項目のうち調整項目に算入されない部分に係るエクスポージャー 3,670 146 3,200 128
上記以外のエクスポージャー 6,402 256 6,522 260

　②証券化エクスポージャー 2,195 87 1,068 42
証券化(オリジネーター) − − − −
(うち再証券化) − − − −
証券化(オリジネーター以外) 2,195 87 1,068 42
(うち再証券化) − − − −

　③複数の資産を裏付とする資産(所謂ファンド)のうち、個々の資産の把握が困難な資産 − − − −
　④経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額 255 10 212 8
　⑤他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額 △ 19,065 △ 762 △ 15,765 △ 630
　⑥ＣＶＡリスク相当額を８％で除して得た額 193 7 233 9
　⑦中央清算機関関連エクスポージャー 1 0 1 0
ロ．オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８％で除して得た額 17,565 702 17,096 683
ハ．連結総所要自己資本額(イ＋ロ) 278,334 11,133 286,701 11,468
（注）1.所要自己資本の額＝リスク・アセット×4％

2.「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）ならびにオフ・バランス取引および派生商品取引の与信相当額等のことです。
3.「3ヵ月以上延滞等」とは、元本または利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャーおよび「我が国の中央政府及び中央銀行向け」から
「法人等向け」（「国際決済銀行等向け」を除く）においてリスク・ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。
4.当金庫グループは、基礎的手法によりオペレーショナル・リスク相当額を算定しております。
＜オペレーショナル・リスク相当額（基礎的手法）の算定方法＞
粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）×15％
直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数
5.連結総所要自己資本額＝連結自己資本比率の分母の額×4％	

（3） 信用リスクに関する事項 ( 証券化エクスポージャーを除く )
　方針、手続きの概要およびリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は、本誌68ページをご参照ください（単体と同じ）。
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② 一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高および期中の増減額
本誌64ページをご参照ください（単体と同じ）。

③ 業種別の個別貸倒引当金および貸出金償却の額等
本誌69ページをご参照ください（単体と同じ）。

① 信用リスクに関するエクスポージャーおよび主な種類別の期末残高
＜地域別・業種別・残存期間別＞ （単位：百万円）

エクスポージャー区分 信用リスクエクスポージャー期末残高
３ヵ月以上延滞
エクスポージャー

貸出金、コミットメント及び
その他のデリバティブ以外の
オフ・バランス取引

債　券 デリバティブ取引地域区分
業種区分
期間区分 平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度
国内 843,817 864,011 309,092 304,296 280,369 263,969 628 799 1,526 1,190
国外 18,013 13,868 64 62 17,949 13,806 − − − −
地域別合計 861,831 877,879 309,156 304,358 298,318 277,776 628 799 1,526 1,190
製造業 17,119 15,366 10,124 9,396 5,993 5,075 − − 80 85
農業、林業 1,276 1,371 1,276 1,371 − − − − 5 0
漁業 − − − − − − − − − −
鉱業、採石業、砂利採取業 419 261 419 261 − − − − 0 0
建設業 20,898 18,928 20,735 18,865 100 − − − 113 76
電気・ガス・熱供給・水道業 804 730 101 78 600 600 − − − −
情報通信業 1,011 1,048 989 1,026 − − − − 0 −
運輸業、郵便業 9,040 9,686 4,829 4,961 4,206 4,719 − − 0 0
卸売業、小売業 19,771 19,519 18,105 18,254 1,502 1,101 − − 229 217
金融業、保険業 279,948 318,770 11,888 11,119 61,390 58,245 − − − −
不動産業 41,927 43,783 41,826 43,656 − 24 − − 510 418
物品賃貸業 2,782 2,344 1,780 1,843 1,002 500 − − 0 0
学術研究、専門・技術サービス業 2,298 2,331 2,298 2,331 − − − − 1 0
宿泊業 1,896 1,599 1,896 1,599 − − − − 56 53
飲食業 1,937 1,998 1,937 1,998 − − − − 3 3
生活関連サービス業、娯楽業 4,135 3,378 4,132 3,375 − − − − 275 0
教育、学習支援業 295 272 295 272 − − − − − −
医療、福祉 13,923 13,783 13,923 13,783 − − − − 56 95
その他のサービス 9,994 9,544 9,632 9,182 300 300 − − 10 9
国・地方公共団体等 253,515 237,585 30,292 30,377 223,223 207,208 − − − −
個人 132,640 130,550 132,640 130,550 − − − − 182 229
その他 46,191 45,022 28 51 − − 628 799 − −
業種別合計 861,831 877,879 309,156 304,358 298,318 277,776 628 799 1,526 1,190
１年以下 164,653 152,663 51,710 47,467 28,111 20,763 74 151
１年超３年以下 173,588 232,457 55,611 58,307 44,375 52,210 − 143
３年超５年以下 124,528 157,913 40,316 39,060 78,290 115,666 298 57
５年超７年以下 132,107 86,463 30,171 29,034 101,439 56,906 − 24
７年超10年以下 102,770 72,162 33,805 33,725 39,672 23,921 211 362
10年超 75,264 84,169 73,419 74,151 1,128 2,018 4 −
期間の定めのないもの 88,917 92,048 24,120 22,612 5,300 6,289 39 60
残存期間別合計 861,831 877,879 309,156 304,358 298,318 277,776 628 799
（注）1.オフ・バランス取引は、デリバティブ取引を除く。

2.「3ヵ月以上延滞エクスポージャー」とは、元本または利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャーのことです。
3.上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部または一部を把握することが困難な投資信託等および業種区分に分類することが困難なエクスポージャーです。
4.ＣＶＡリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
5.業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

④ リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等 （単位：百万円）

告示で定める
リスク・ウェイト区分(％)

エクスポージャーの額
平成27年度 平成28年度

格付適用有り 格付適用無し 格付適用有り 格付適用無し
０％ 1,001 312,490 1,501 300,607
１０％ − 20,541 − 21,595
２０％ 50,326 193,759 46,990 226,769
３５％ − 53,846 − 48,470
５０％ 9,820 11,829 9,379 14,477
７５％ − 94,864 − 95,098
１００％ − 109,762 − 108,131
１５０％ − 3,122 − 109
２００％ − − − 2,113
２５０％ − 466 − 2,589
１，２５０％ − − − −
合　　計 61,148 800,682 57,871 819,962

（注）1.格付は適格格付機関が付与しているものに限ります。
2.エクスポージャーは信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。
3.コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入分を除く）、ＣＶＡリスクおよび中央清算機関関連エクス
ポージャーは含まれておりません。

767676767676



自
己
資
本
の
充
実
の
状
況

A
S

K
 

B
A

N
K

 
R

E
P

O
R

T

自
己
資
本
の
充
実
の
状
況

A
S

K
 

B
A

N
K

 
R

E
P

O
R

T

子
会
社
等
の
状
況

A
S

K
 

B
A

N
K

 
R

E
P

O
R

T

子
会
社
等
の
状
況

A
S

K
 

B
A

N
K

 
R

E
P

O
R

T

報酬体系について
１．対象役員

２．対象職員等

（5） 派生商品取引および長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項
　本誌70ページをご参照ください（単体と同じ）。

（4） 信用リスク削減手法に関する事項
　本誌70ページをご参照ください（単体と同じ）。

（6） 証券化エクスポージャーに関する事項
① 連結グループがオリジネーターの場合（信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項）
　本誌71ページをご参照ください（単体と同じ）。
② 連結グループが投資家の場合（信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項）
　本誌71ページをご参照ください（単体と同じ）。

② 出資等エクスポージャーの売却および償却に伴う損益の額
　本誌72ページをご参照ください（単体と同じ）。
③ 連結貸借対照表で認識され、かつ、連結損益計算書で認識されない評価損益の額
　本誌72ページをご参照ください（単体と同じ）。
④ 連結貸借対照表および連結損益計算書で認識されない評価損益の額
　該当するものはありません。

（7） 出資等エクスポージャーに関する事項
　本誌72ページをご参照ください（単体と同じ）

（8）金利リスクに関する事項
　本誌73ページをご参照ください（単体と同じ）。

① 連結貸借対照表計上額および時価等 （単位：百万円）

区　分 平成27年度 平成28年度
貸借対照表計上額 時　価 貸借対照表計上額 時　価

上場株式等 4,682 4,682 5,804 5,804
非上場株式等 4,698 − 4,688 −
合　　計 9,380 4,682 10,493 5,804

（注）1.投資信託のうち、出資等に該当する金額については上場株式等に含めて表示しております。
2.非上場株式等については、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の対象とはしておりません。

（単位：百万円）
区　分 支払総額

対象役員に対する報酬等 169

　当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は、常勤理事および常勤監
事をいいます。対象役員に対する報酬等は、職務執行の対価として支払う「基本報酬」
および「賞与」、在任期間中の職務執行および特別功労の対価として退任時に支払う
「退職慰労金」で構成されております。

　非常勤を含む全役員の基本報酬および賞与につきましては、総代会におい
て、理事全員および監事全員それぞれの支払総額の最高限度額を決定しており
ます。
　そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては役位や在任年数等を、各理事
の賞与額については前年度の業績等をそれぞれ勘案し、当金庫の理事会におい
て決定しております。また、各監事の基本報酬額および賞与額につきましては、
監事の協議により決定しております。

　退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任時に支
払っております。
　なお、退職慰労金の算出にあたり、一定の基準を定めており、あらかじめ総代
会において定められた基準による相当額の範囲内において、贈呈の時期・方法と
もに理事については理事会に一任し、監事については監事の協議に委ねること
を決議しております。

（1） 報酬体系の概要
【基本報酬および賞与】

　「信用金庫法施行規則第132条第1項第6号等の規定に基づき、報酬等に関す
る事項であって、信用金庫等の業務の運営または財産の状況に重要な影響を与
えるものとして金融庁長官が別に定めるものを定める件」（平成24年3月29日付
金融庁告示第22号）第3条第1項第3号および第5号に該当する事項はありませ
んでした。

　当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当金庫の非常勤役
員、当金庫の職員であって、対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受け
る者のうち、当金庫の業務および財産の状況に重要な影響を与える者をいいます。	
　なお、平成28年度において、対象職員等に該当する者はいませんでした。

（3）その他

【退職慰労金】

（2） 平成28年度における対象役員に対する報酬等の支払総額

（注）1.対象役員に該当する理事は9名、監事は2名です。（期中に退任した者を含む）。
2.上記の内訳は、「基本報酬」141百万円、「賞与」13百万円、「退職慰労金」14百万円と

なっております。
　　なお、「賞与」は当年度中に支払った賞与のうち当年度に帰属する部分の金額（過年度

に繰り入れた引当金分を除く）と当年度に繰り入れた役員賞与引当金の合計額です。
　　「退職慰労金」は、当年度中に支払った退職慰労金（過年度に繰り入れた引当金分を

除く）と当年度に繰り入れた役員退職慰労引当金の合計額です。
3.使用人兼務役員の使用人としての報酬等を含めております。

（注）1.対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。
2. 「同等額」は 、平成28年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。
3.平成28年度において対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者はいま

せんでした。
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子会社等の状況
【連結財務諸表】旭川信用金庫と子会社株式会社旭信ビジネスサービスとの連結会計報告です。

連結貸借対照表
（資産の部） ( 単位：百万円 )

科　目 平成27年3月末 平成28年3月末 平成29年3月末
現金及び預け金 206,930 211,694 254,479
買入金銭債権 5,929 5,041 2,342
金銭の信託 2,574 7,423 4,477
有価証券 327,512 329,305 307,997
貸出金 307,321 308,314 303,688
その他資産 3,636 5,661 5,682
有形固定資産 5,899 6,016 6,122

建物 2,246 2,231 2,299
土地 3,036 3,054 3,070
建設仮勘定 − 20 −
その他の有形固定資産 616 709 752

無形固定資産 141 147 131
ソフトウェア 120 126 111
その他の無形固定資産 20 20 20

退職給付に係る資産 155 277 398
債務保証見返 605 631 455
貸倒引当金 △ 5,776 △ 5,747 △ 5,543

一般貸倒引当金 △ 1,435 △ 1,535 △ 726
個別貸倒引当金 △ 4,340 △ 4,212 △ 4,817

資産の部合計 854,930 868,766 880,232

（負債の部） ( 単位：百万円 )
科　目 平成27年3月末 平成28年3月末 平成29年3月末

預金積金 783,369 793,892 805,532
譲渡性預金 1,760 2,100 2,580
その他負債 1,832 1,662 1,509
賞与引当金 219 214 213
役員賞与引当金 14 15 15
役員退職慰労引当金 109 128 84
睡眠預金払戻損失引当金 134 139 166
偶発損失引当金 90 88 176
繰延税金負債 622 976 457
債務保証 605 631 455
負債の部合計 788,758 799,849 811,190
（純資産の部）
出資金 2,492 2,501 2,484
利益剰余金 58,052 60,021 62,013
処分未済持分 △ 0 △ 0 △ 0
会員勘定合計 60,544 62,523 64,497
その他有価証券評価差額金 5,628 6,394 4,544
評価・換算差額等合計 5,628 6,394 4,544
純資産の部合計 66,172 68,917 69,042
負債及び純資産の部合計 854,930 868,766 880,232
連結財務諸表の作成方針
1.連結の範囲に関する事項
　（1）連結される子会社および子法人等　1社
    連結される子会社名　株式会社 旭信ビジネスサービス
　（2）非連結の子会社および子法人等　0社
2.持分法の適用に関する事項
　該当ありません　　　
3.連結される子会社および子法人等の事業年度等に関する事項
　連結される子会社の決算日は次のとおりです。　3月末日　1社
4.剰余金処分項目等の取り扱いに関する事項
　連結剰余金計算書は、連結会計期間において確定した剰余金処分に基づいて作成しています。
連結貸借対照表および連結損益計算書の注記
1.記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。
2.有形固定資産の減価償却累計額7,918百万円 
3.出資1口当たりの純資産額13,896円10銭
4.出資1口当たり親会社株主に帰属する当期純利益金額418円79銭
　※その他の注記項目で親金庫と同じ内容のものは記載を省略しています。
連結剰余金計算書の注記
1.記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。

連結損益計算書
( 単位：百万円 )

科　目 平成26年度 平成27年度 平成28年度

経常収益 11,576 10,832 10,189

資金運用収益 8,698 8,421 8,106

貸出金利息 5,547 5,241 4,893

預け金利息 499 442 377

有価証券利息配当金 2,572 2,632 2,731

その他の受入利息 78 105 103

役務取引等収益 1,433 1,460 1,448

その他業務収益 402 525 236

その他経常収益 1,041 425 399

貸倒引当金戻入益 368 − −

償却債権取立益 134 70 110

その他の経常収益 538 355 289

経常費用 6,971 7,934 7,126

資金調達費用 468 446 270

預金利息 453 432 258

給付補填備金繰入額 10 8 8

譲渡性預金利息 3 4 2

借用金利息 0 0 0

その他の支払利息 0 0 0

役務取引等費用 578 544 540

その他業務費用 83 832 519

経費 5,733 5,427 5,474

その他経常費用 107 684 321

貸倒引当金繰入額 − 485 39

その他の経常費用 107 198 282

経常利益 4,604 2,897 3,062

特別利益 0 0 0

固定資産処分益 0 0 0

特別損失 11 12 24

固定資産処分損 11 6 24

減損損失 − 6 −

税金等調整前当期純利益 4,593 2,885 3,038

法人税、住民税及び事業税 867 756 760

法人税等調整額 1,283 61 187

法人税等合計 2,150 818 947

当期純利益 2,442 2,067 2,090

非支配株主に帰属する当期純利益 − − −

親会社株主に帰属する当期純利益 2,442 2,067 2,090

787878787878
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自己資本の構成に関する開示事項 （単位：百万円・％）

項　　　　　　　目 平成27年度 平成28年度経過措置による
不算入額

経過措置による
不算入額

コア資本に係る基礎項目　(１)
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額 62,424 64,398

うち、出資金及び資本剰余金の額 2,501 2,484
うち、利益剰余金の額 60,021 62,013
うち、外部流出予定額(△) 98 99
うち、上記以外に該当するものの額 △ 0 △ 0

コア資本に算入されるその他の包括利益累計額又は評価・換算差額等 − −
うち、為替換算調整勘定 − −
うち、退職給付に係るものの額 − −

コア資本に係る調整後非支配株主持分の額 − −
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 1,535 726

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 1,535 726
うち、適格引当金コア資本算入額 − −

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 − −
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 − −
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45パーセントに相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 − −
非支配株主持分のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 − −
コア資本に係る基礎項目の額　(イ) 63,959 65,124
コア資本に係る調整項目　(２)
無形固定資産(モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。)の額の合計額 58 88 79 52

うち、のれんに係るもの(のれん相当差額を含む。)の額 − − − −
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 58 88 79 52

繰延税金資産(一時差異に係るものを除く。)の額 − − − −
適格引当金不足額 − − − −
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 − − − −
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 − − − −
退職給付に係る資産の額 111 166 239 159
自己保有普通出資等(純資産の部に計上されるものを除く。)の額 − − − −
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 − − − −
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 − − − −
信用金庫連合会の対象普通出資等の額 − − − −
特定項目に係る10パーセント基準超過額 − − − −

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 − − − −
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 − − − −
うち、繰延税金資産(一時差異に係るものに限る。)に関連するものの額 − − − −

特定項目に係る15パーセント基準超過額 − − − −
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 − − − −
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 − − − −
うち、繰延税金資産(一時差異に係るものに限る。)に関連するものの額 − − − −

コア資本に係る調整項目の額　(ロ) 170 318
自己資本
自己資本の額((イ)－(ロ))　(ハ) 63,789 64,806
リスク・アセット等　(３)
信用リスク・アセットの額の合計額 260,769 269,605

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 △ 18,809 △ 15,552
うち、無形固定資産(のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。) 88 52
うち、繰延税金資産 − −
うち、退職給付に係る資産 166 159
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー △ 19,065 △ 15,765
うち、上記以外に該当するものの額 − −

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８パーセントで除して得た額 17,565 17,096
信用リスク・アセット調整額 − −
オペレーショナル・リスク相当額調整額 − −
リスク・アセット等の額の合計額　(ニ) 278,334 286,701
連結自己資本比率
連結自己資本比率((ハ)／(ニ)) 22.91 22.60
（注）自己資本比率の算出方法を定めた「信用金庫法第89条第１項において準用する銀行法第14条の２の規定に基づき、信用金庫及び信用金庫連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の

充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第21号）」に基づき算出しております。なお、当金庫グループは国内基準を採用しております。

連結剰余金計算書 （単位：千円）
科　目 平成26年度 平成27年度 平成28年度

（資本剰余金の部）
資本剰余金期首残高 − − −
資本剰余金増加高 − − −
資本剰余金減少高 − − −
資本剰余金期末残高 − − −
（利益剰余金の部）
利益剰余金期首残高 55,609,680 58,052,389 60,021,591

会計方針の変更による累積的影響額 147,815 − −
会計方針の変更を反映した当期首残高 55,757,495 − −
利益剰余金増加高 2,442,760 2,067,827 2,090,384

親会社株主に帰属する当期純利益 2,442,760 2,067,827 2,090,384
利益剰余金減少高 147,866 98,625 98,905

配当金 147,866 98,625 98,905
利益剰余金期末残高 58,052,389 60,021,591 62,013,070
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組　織

事業の概況
旭川信用金庫の年度事業運営方針に沿い、重点目標を

「基本に忠実な業務の徹底」と「当たり前のことを当た
り前に」とし、金庫からより一層信頼され、必要とされる
会社となるように努めました。

28年度の主な実施事項
●業務運営計画策定
●規程・業務仕様書・マニュアル類の整備
●交通安全運動の推進と適正診断の受診
●｢セーフティラリー北海道2016」への積極参加
●各種資格取得の強化
●研修・訓練等への積極参加
●健康管理の推進
●働きがいのある職場の推進

事業の種類別セグメント情報
　連結会社は、当金庫の事務処理の受託、動・不動産の
保守管理業務等を営んでいますが、それらの事業の全
セグメントに占める割合が僅少のため、事業の種類別
セグメント情報は記載しておりません。

財　団
名 称 一般財団法人旭川しんきん地域振興基金
所 在 地 旭川市４条通８丁目

（1） 地域経済活性化のための情報収集と提供
に関する事業

（2） 地域の経営者や従業員の資質向上に対す
る助成

（3） 地域の中小企業の技術の向上に対する支
援

設立年月日 昭和59年11月８日
基 本 財 産 ２億７千万円

連結会計年度における主要な経営指標等 （単位：百万円）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
連結経常収益 11,772 11,433 11,576 10,832 10,189

連結経常利益 3,168 3,417 4,604 2,897 3,062

親会社株主に帰属する当期純利益 2,098 2,387 2,442 2,067 2,090

連結純資産額 59,951 62,113 66,172 68,917 69,042

連結総資産額 807,853 840,140 854,930 868,766 880,232

連結自己資本比率（％） 21.28 21.53 22.60 22.91 22.60

808080808080

連結リスク管理債権
本誌３８ページをご参照ください（単体と同じ）。

子会社の状況
会 社 名 株式会社旭信ビジネスサービス
所 在 地 旭川市４条通８丁目

主 な 業 務

（1） 現金・物品等の搬送
（一般貨物自動車運送事業）
（警備業旭川方面公安委員会認定）

（2） 定例・定型的な集配業務
（3） 自動機（ＡＴＭ）の運行管理
（4） 動・不動産の保守管理業務等
（5） 店舗の営繕・清掃
（6） 守衛受付・案内および駐車場の管理

設 立 年 月 日 昭和57年５月１日
資 本 金 1,000万円
出 資 比 率 100％

役 員 数 取締役５人（うち常勤役員１人）
監査役２人　計７人

職 員 数 230人（男75人、女155人）
（うち職員・嘱託67人、臨時職員163人）
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開示項目一覧
信用金庫法第89条（銀行法第21条準用）に
基づく開示項目
単体（信用金庫法施行規則第132条等における規定）
１． 金庫の概況および組織に関する事項 
（1） 事業の組織
（2） 理事および監事の氏名および役職名
（3） 会計監査人の氏名または名称
（4） 事業所の名称および所在地

２． 金庫の主要な事業の内容
３． 金庫の主要な事業に関する事項
（1） 直近の事業年度における事業の概況
（2） 直近の５事業年度における主要な事業の状況を示す指標

① 経常収益
② 経常利益または経常損失
③ 当期純利益または当期純損失
④ 出資総額および出資総口数
⑤ 純資産額
⑥ 総資産額
⑦ 預金積金残高
⑧ 貸出金残高
⑨ 有価証券残高
⑩ 単体自己資本比率 
⑪ 出資に対する配当金
⑫ 役員数(うち常勤役員数)
⑬ 職員数
⑭ 会員数

（3） 直近の2事業年度における事業の状況を示す指標
① 主要な業務の状況を示す指標
ア 業務粗利益および業務粗利益率
イ 資金運用収支、役務取引等収支およびその他の
　 業務収支
ウ 資金運用勘定ならびに資金調達勘定の平均残高、利息、
　 利回りおよび資金利鞘
エ 受取利息および支払利息の増減
オ 総資産経常利益率
カ 総資産当期純利益率

② 預金に関する指標
ア 流動性預金、定期性預金、譲渡性預金その他の預金の
　 平均残高
イ 固定金利定期預金、変動金利定期預金およびその他の
　 区分ごとの定期預金の残高

③ 貸出金等に関する指標
ア 手形貸付、証書貸付、当座貸越および割引手形の平均残高
イ 固定金利および変動金利の区分ごとの貸出金の残高
ウ 担保の種類別の貸出金残高および債務保証見返額
エ 使途別貸出金の残高
オ 業種別の貸出金残高および貸出金の総額に占める割合
カ 預貸率の期末値および期中平均値

④ 有価証券に関する指標
ア 商品有価証券の種類別の平均残高
イ 有価証券の種類別の残存期間別の残高
ウ 有価証券の種類別の平均残高
エ 預証率の期末値および期中平均値

４． 金庫の事業の運営に関する事項 
（1） 法令遵守の態勢
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連結（信用金庫法施行規則第133条等における規定）

（2） リスク管理の態勢
（3） 金融ＡＤＲ制度への対応
（4） 中小企業の経営の改善および地域の活性化のための

取り組みの状況
５． 金庫の直近の２事業年度における財産の状況 
（1） 貸借対照表、損益計算書および剰余金処分計算書または

損失金処理計算書
（2） 貸出金のうち次に掲げるものの額およびその合計額

① 破綻先債権に該当する貸出金
② 延滞債権に該当する貸出金
③ ３ヵ月以上延滞債権に該当する貸出金
④ 貸出条件緩和債権に該当する貸出金

（3） 自己資本の充実の状況について金融庁長官が別に定める事項
（4） 次に掲げるものに関する取得価額または契約価額、

時価および評価損益
① 有価証券の時価等情報
② 金銭の信託
③ 規則第102条第１項第５号に掲げる取引

（5） 貸倒引当金の期末残高および期中の増減額
（6） 貸出金償却の額
（7） 金庫が法第38条の２第３項の規定に基づき貸借対照表、
　　損益計算書および剰余金処分計算書または損失金処理計算書に
　　ついて会計監査人の監査を受けている場合にはその旨

６． 報酬等に関する事項であって、金庫の業務の運営または財産の状況に
重要な影響を与えるものとして金融庁長官が別に定めるもの

自己資本の充実の状況
（自己資本比率規制の第３の柱）に基づく開示項目

金融再生法に基づく開示項目

１． 金庫およびその子会社等の概況
（1） 金庫およびその子会社等の主要な事業の内容および

組織の構成
（2） 金庫の子会社等に関する事項

２． 金庫およびその子会社等の主要な事業に関する事項
（1） 直近の事業年度における事業の概況
（2） 直近の５連結会計年度における主要な事業の状況を示す指標

３． 金庫およびその子会社等の直近の２連結会計年度における財産の状況
（1） 連結貸借対照表、連結損益計算書および連結剰余金計算書
（2） 貸出金のうち次に掲げるものの額およびその合計額

① 破綻先債権に該当する貸出金
② 延滞債権に該当する貸出金
③ ３ヵ月以上延滞債権に該当する貸出金
④ 貸出条件緩和債権に該当する貸出金

（3） 自己資本の充実の状況について金融庁長官が別に定める事項
（4） 金庫およびその子法人等が２以上の異なる種類の事業を営んで

いる場合の事業の種類ごとの区分に従い、当該区分に属する
経常収益の額、経常利益または経常損失の額および資産の
額として算出したもの 

（金融庁長官が別に定める事項）

金融再生法開示債権

１． 定性的な開示事項
２． 定量的な開示事項
３． 連結の定性的な開示事項
４． 連結の定量的な開示事項
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2017 旭川信用金庫の現況 表紙使用絵画
　旭川近郊・富良野近郊在住の方が描いた“旭川近郊の風景”の油彩・水彩画を一般公募し、毎
年１点以上購入することにより、地域貢献活動として地元の文化活動を後援しています。
　審査の結果、大賞となった作品を当金庫のカレンダーとディスクロージャー誌の表紙に採用
し、皆さまに旭川近郊の美しい風景を紹介しています。

第７回 旭川しんきんカレンダー絵画募集展
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旭川信用金庫の現況
【平成28年４月１日　平成29年３月31日】

A S K  B A N K  R E P O R T

平成２９年（２０１７）年６月
旭川信用金庫　総合企画部
〒０７０-８６６０　旭川市４条通８丁目　TEL（0166）24-8871
http：//www.asahikawa-shinkin.co.jp/


